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の環境権についてはいわゆる憲法 13 条に基づく防御権としての側面と 25 条に基づく社会
権としての側面が強調されてきた(2)。さらに近年では、環境権の手続的側面を重視し、環境
権に基づく立法・行政過程への参加権を認めるべきであるとする主張もある(3)。環境権の手




法規、第 6 版、2012 年）104 頁。また畠山武道は環境基本法 3 条の文言に依拠し、「現在
及び将来の世代の人間が健全で恵み豊かな環境の恵沢を享受する権利」であると定義する。
畠山武道「環境権、環境と情報・参加」法学教室 269 号（2003 年）15 頁。この環境権は











(2) 憲法 13 条及び 25 条に基づく環境権に関する議論については、大塚直「環境権(1)」法学
教室 293 号（2005 年）87 頁以下、松浦寛「環境権の根拠としての日本国憲法 25 条の再検
討」阪大法学 141・142 号（1987 年）351 頁以下、同「環境権の根拠としての日本国憲法
13 条の再検討」榎原猛先生古稀記念論集『現代国家の制度と人権』（法律文化社、1997 年）
155 頁以下、富永猛「『環境権』考―自由権的環境権論・序説 1－4」八幡大学論集 32 巻 2
号（1981 年）29 頁以下、4 号（1981 年）21 頁以下、33 巻 3 号（1982 年）47 頁以下、35
巻 2 号（1983 年）28 頁以下、中山充「環境権：環境の共同利用権(1)－(4・完)」香川法学
10 巻 2 号（1990 年）1 頁以下、3・4 号（1991 年）155 頁以下、11 巻 2 号（1991 年）1
頁以下、13 巻 1 号（1993 年）59 頁以下、松本昌悦「日本国憲法における新しい人権とし
ての環境権の権利の内容及び範囲とその有効性」中京法学 23 巻 2・3・4 号（1989 年）1
頁以下等多くの研究が存在する。ただし、憲法 25 条にのみ自由権と社会権の双方の役割を
認める見解もあれば、憲法 13 条と 25 条に自由権と社会権の双方の役割を認める見解もあ














ルコ、ロシアなど 55 ヶ国（当時）を構成国とする国連欧州経済委員会（United Nations 
Economic Commission for Europe、以下 UNECE）によって策定され、1998 年 6 月 25 日
にデンマークのオーフスで採択された「環境に関する、情報へのアクセス、意思決定にお
ける市民参加、司法へのアクセスに関する条約」（以下、オーフス条約）(7)である。オーフ






(4) 淡路剛久「自然保護と環境権―環境権への手続的アプローチ―」環境と公害 25 巻 2 号
（1995 年）12 頁。 








(7) UNECE Convention on Access to Information, Public Participation in Decision 





高村「情報公開」と引用）静岡大学法政研究 8 巻 1 号（2003 年）178 頁以下、同「オーフ
ス条約にみる欧州の情報公開と市民参加」環境情報科学 32 巻 2 号（2003 年）30 頁以下、
同「環境情報へのアクセス、環境に関する政策決定への市民参加、及び、司法へのアクセ
スに関する条約」環境研究 135 号（2004 年）79 頁以下、大久保規子「オーフス条約と EU
環境法―ドイツ 2005 年法案を中心として―」（以下、大久保「オーフス条約」と引用）環
境と公害 35 巻 3 号（2006 年）31 頁以下、同「環境法の新潮流（29）オーフス条約からみ
た日本法の課題」環境管理 42 巻 7 号（2006 年）675 頁以下、後藤隆「環境に関する、情
報へのアクセス、政策決定への市民参加、及び、司法へのアクセスの確保の必要性とそれ
らを前提とした合意形成手法の日本への導入の可能性について―オーフス条約の市民参加
規定を中心に」とうきょうの自治 53 号（2004 年）5 頁以下、大原有理「環境権と市民参加
―オーフス条約の事例からみる手続的権利の可能性」環境情報科学論文集 23 巻（2009 年）
401 頁以下、同「グローバル・ガバナンスにおける市民参加制度―オーフス条約にみる市民
参加制度」環境情報科学論文集 24 巻（2010 年）113 頁以下等。また、「オーフス条約を日
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ス条約は 1992 年 6 月の地球サミットで採択された「環境と開発に関するリオ宣言」の第







これは同条約の 3 本柱として言及されるものであり、3 条 1 項は、締約国に対して、原則と













なお、2013 年 4 月時点で、オーフス条約の締約国は 46 ヶ国に及んでいることから(14)、
                                                                                                                                                     
本で実現する NGO ネットワーク」がオーフス条約の日本語訳を公表している。
<http://www.aarhusjapan.org> 
(8) Jean-Jacques Paradissis and Michael Purdue, ‘Access to Environmental Justice in 
United Kingdom Law’ in Andrew Harding (ed), Access to Environmental Justice: A 






開―持続可能な社会づくりへの合意形成』（2007 年、岩波書店）48－49 頁。 
(11) Maria Lee and Carolyn Abbot, ‘The Usual Suspects? Public Participation Under the 
Aarhus Convention’ [2003] 66 MLR 80 
(12) Richard Moules, Environmental Judicial Review, (Hart Publishing 2011) 26 
(13) 高村「情報公開」前掲注(7)139 頁。 



























る提言を行うことを意図している。なお第 1 部及び第 2 部では「イギリスにおける環境情
報公開制度」、第 3 部では「イギリスにおける環境意思決定への市民参加制度」、第 4 部で






                                                   
(15) Stuart Bell & Donald McGillivray, Environmental Law, (8th edn, Oxford University 
Press 2013) 15 
(16) 本論文でのイギリスとは、原則としてイングランドとウェールズを指す。 
(17) Maurice Frankel, ‘How secrecy protects the polluter’ in Des Wilson (ed), The Secrets 
File -The Case for Freedom of Information in Britain Today-, (Heinemann Educational 
Books Ltd 1984) 28 
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(22) 大塚・前掲注(1)83 頁。 
(23) 例えば、大気汚染防止法 24 条、ダイオキシン類対策特別措置法 27 条 3 項などがある。
なお、わが国における環境情報公開制度については後述する。 





第 1 節 秘密主義の実態 
（１）秘密主義の起源―アルカリ検査団の政策 














                                                   
(25) Alkali Act 1863 





公害史研究の一階梯―」社会経済史学 40 巻 6 号（1975 年）576 頁以下、田村浩一「イギ
リスにおける公害の公法的規制―大気汚染防止法を中心として―」比較法研究 31 号（1970
年）15 頁以下参照。 
(28) Frankel (n 17) 28 
(29) アルカリ検査団の報告書の他に、環境情報が積極的に公開されなかった理由の 1 つとし





る。なお、1911 年国家秘密保護法は、1972 年のフランクス委員会の報告書や 1978 年の政
府白書による勧告を受け、1989 年に改正された。1989 年国家秘密保護法（Official Secrets 




































                                                                                                                                                     
22 巻 2 号（1989 年）103 頁以下、同「イギリス新国家保護法について一つのコメント」佐
賀大学経済論集 25 巻 1 号（1992 年）139 頁以下、田島泰彦「イギリスの国家秘密保護立
法」法律時報 57 巻 12 号（1985 年）46 頁以下、同「秘密保護立法と情報統制」法と民主
主義 205 号（1986 年）13 頁以下、同「イギリスにおける報道・表現規制の動向と秘密法
（OSA）改正問題」新聞研究 450 号（1989 年）42 頁以下参照。 
(30) Simon Ball & Stuart Bell, Environmental Law: the law and policy relating to the 



















汚染規制法(37)も 1956 年法と同様の裁量権を地方公共団体に付与していた。 
しかしながら、これらの規定が存在していたにもかかわらず、地方公共団体による大気
汚染関連情報の公開は劇的に増加することはなかった。環境衛生監視官協会（Institution of 
Environmental Health Officers）の 1982 年の調査によると、1 年間にこのような権限を行
使した地方公共団体は全国で 5 にとどまっており、その上、それらの地方公共団体が情報
収集の対象とした施設は合計で 8 施設のみであった(38)。さらに、環境保護団体である




1956 年空気清浄法及び 1974 年汚染規制法が地方公共団体に与えた権限がほとんど行使




                                                   
(33) Health and Safety at Work etc. Act 1974 
(34) ibid s 28(2) 
(35) ibid s 28(7) 
(36) Clean Air Act 1956 
(37) Control of Pollution Act 1974 










公共団体に与えた 1956 年空気清浄法及び 1974 年汚染規制法の規定は、大気汚染関連情報
の積極的公開に結びつかなかったのである。 
全国レベルではアルカリ検査団の政策と 1974 年労働衛生安全法の規定により、また地方
レベルでも 1956 年空気清浄法や 1974 年汚染規制法の規定が存在したにもかかわらず積極
的に行われることがなかった 20 世紀中頃の大気汚染関連情報の公開について、王立環境汚




















                                                   
(42) Ball & Bell (n 30) 108 
(43) RCEP の性質については本章第 3 節にて言及する。 
(44) Royal Commission on Environmental Pollution, Air Pollution Control: an Integrated 
Approach, (Cmnd 6371, 1976) 
(45) Royal Commission on Environmental Pollution, Tackling Pollution-Experience and 
Prospects, (Cmnd 9149, 1984) 
(46) ibid 
(47) Rivers (Prevention of Pollution) Act 1961 




























く公開することは 1961 年河川（汚染防止）法の下で認められなかったのである。 
  
(c) 1974 年汚染規制法第 2 編の制定と施行の遅れ 
                                                   
(49) Royal Commission on Environmental Pollution, Pollution in some British Estuaries 
and Coastal Waters, (Cmnd 5054, 1972) 
(50) Frankel (n 17) 31 














しかし、このような規定を含む 1974 年汚染規制法第 2 編は、産業界による圧力などから
1985 年まで施行されることがなかった。そのため、水質汚濁関連情報についても大気汚染
の場合と同様、秘密主義が維持されることとなったのである(55)。 









第 2 節 秘密主義の根拠 
 産業革命以後のイギリスでは、公的機関が保有する環境情報について秘密主義がとられ
ており、この姿勢は 1974 年汚染規制法第 2 編が水質汚濁関連情報に関する公的登録簿制度










                                                   
(52) 1974 年汚染規制法の規定する公的登録簿制度については第 2 章において検討する。 
(53) Control of Pollution Act 1974, s 41 
(54) 一方、先述したように、大気汚染関連情報の公開に関しては、同じ 1974 年汚染規制法
は地方公共団体に裁量的な権限を与えるのみであった。 





































                                                   
(56) Ball & Bell (n 30) 108 
(57) ibid 
(58) Frankel (n 17) 34-35 
(59) RCEP (n 45) 




大気汚染を背景に設立された民間団体である大気浄化協会（National Society for Clean Air）










 同じく CBI は、先述した 1979 年の文書において、環境情報の公開が濫訴を引き起こす
可能性があると指摘している。CBI は、市民が環境情報を自由に入手することによって、
それだけを根拠に規制当局や事業者を相手に不合理な訴訟を提起するようになることを危















                                                   
(61) Ball & Bell (n 30) 110 
(62) Frankel (n 17) 35 
(63) ibid 
(64) Ball & Bell (n 30) 110 
(65) Frankel (n 17) 36 
(66) RCEP (n 45) 




























RCEP は 1970 年代から 1980 年代にかけて多くの報告書において環境情報の商業的秘密





                                                   
(68) Ball & Bell (n 30)108-109 
(69) Frankel (n 17) 36-39 
(70) ibid 37  
(71) Ball & Bell (n 30) 109 
(72) ibid 




































                                                   
(74) Ball & Bell (n 30) 111 
(75) ibid 
(76) ibid 































                                                   
(78) Francis Sandach, ‘Public Participation and the Control of Pollution Act 1974’ (1977) 
127 NLJ 652 
(79) イギリスには RCEP の他にも多くの王立委員会が設置されており、政府からは独立し
た立場から様々な分野において助言、勧告を行っている。 
(80) Susan Wolf & Neil Stanley, Environmental Law, (6th edn, Routledge 2013) 51 
(81) ibid 
(82) Ball & Bell (n 30) 112 
(83) Royal Commission on Environmental Pollution, Three Issues in Industrial Pollution, 





























 RCEP の勧告を受けて最も大きな変化が起こったのは水質汚濁領域である。RCEP は





しかし、これについても、先述したように 10 ある水管理当局の内、3 当局は決して情報
を公開することはなく、これらの当局が管轄する地域における水質汚濁関連情報について
                                                   
(85) Frankel (n 17) 43 
(86) ibid 44 
(87) RCEP (n 44) 






(d)1974 年汚染規制法第 2 編の施行 
このような状況の下、RCEP の勧告を受け、水管理当局に対して河川への排出に関する
情報を収集し、それらの情報を公的登録簿に登録することによって市民に提供するよう義
務付ける 1974 年汚染規制法第 2 編が制定された。RCEP は 1974 年の第 4 報告書において、
「（このような）新しい手法はできるだけ早く施行されるべき」(89)である旨を主張していた
が、同法第 2 編は CBI などによる圧力から 1985 年 7 月 31 日まで施行されることはなかっ
た。しかし、この規定こそが環境情報の秘密主義から積極的公開主義への分岐点であり、
1974 年法第 2 編の施行によって公的登録簿制度が初めて導入された 1985 年以降、イギリ
スは環境情報の積極的公開の時代へと突入することとなる。 
 この 1974年汚染規制法第 2 編の施行にもRCEPの勧告が影響を与えている。RCEPは、
同法の制定から施行までの間も環境情報の秘密主義は不必要であり有害なものであるとい









RCEP は、この第 10 報告書において、環境情報公開制度を中心的なテーマとして扱って
おり、本報告書が 1974 年汚染規制法第 2 編施行の契機となると共に、様々な環境汚染領域
における公的登録簿制度を導入した 1990 年環境保護法(93)の制定にも大きく寄与している。
さらに議会においても RCEP 第 10 報告書は多くの支持を集めた。例えば、貴族院の
Waldegrave 議員は同報告書について触れ、「（イギリス政府は）情報公開によって信頼を再
び確立しなければならない」(94)し、「政府は秘密主義が何人の利益にもならないことを強く
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開するためには以下の 5 つの改革が必要であると示している。第 1 に、環境関連法規に定
められた秘密条項を排除し、秘密主義を維持するという規制当局と産業界との間の癒着関
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第 4 節 小括 
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成的な法律である 1974 年汚染規制法の制定を契機に終焉を迎えることとなる。1974 年法
は水質汚濁に関する公的登録簿制度を導入し(109)、これらの規定を含む同法第 2 編が 1985
年に施行されたのである。1974 年法のような包括的な制定法の成立は、環境汚染が大きな




1974 年汚染規制法第 2 編が施行された 1985 年以降、イギリスでは、様々な環境汚染領
域における公的登録簿制度の導入という形で積極的、能動的な環境情報の提供が行われて












第 2 章 公的登録簿制度の現状 
前章で検討したように、イギリスでは 20 世紀中頃まで公的機関の保有する環境情報の公
開が認められないことが多く、また産業界や規制当局からの圧力を理由に秘密主義が維持
                                                   
(108) Frankel (n 17) 33 
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第 1 節 水質汚濁 
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制定当時、登録情報の内容など公的登録簿制度に関する詳細は 1989 年水法の場合と同様に
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1995 年環境法 108 条(137)が規制当局に与える広い権限を用いることによって自発的にモニ
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れている。2010 年環境許可（イングランド及びウェールズ）規則 47 条は国家安全に反す
る情報を、48 条以降は商業的・産業的秘密性を有する情報を公的登録簿からそれぞれ除外
する旨を規定している。なお、それぞれの規定は、水質汚濁に関する公的登録簿からの除
外情報について規定した 1991 年水資源法 191A 条及び 191B 条と同様のものである(185)。 
 
第 3 節 総合的汚染規制及び大気汚染規制 
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techniques not entailing excessive cost: BATNEEC）」が事業者によって講じられることを
挙げており、この総合的汚染規制は「明らかに従来とは違った野心的なアプローチ」(196)を
採用していると高く評価されている。 
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1990 年環境保護法 21 条は国家安全に反する情報を、同法 22 条は商業的秘密性を有する情
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削減されており(221)、大きな成果を上げていると言われている。この「汚染目録」はいわゆ





る。1995 年環境法 80 条は大気汚染規制に関して国際的動向に合わせるよう策定された「国
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 騒音規制に関しては、公的登録簿と類似の騒音レベル登録簿が 1974 年汚染規制法によっ
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第 5 節 公的登録簿制度の利用状況 
それでは公的登録簿制度はどの程度市民によって利用されているのであろうか。公的登











く、水質汚濁に関する公的登録簿については、制度が導入された 1985 年 8 月から 1986 年
12 月までの間、人口が数百万人の地域でも、公的登録簿の利用数は合計 230 件にとどまっ
ていた(257)。その後、1990 年の NRA 報告書によると、公的登録簿の利用数は以前に比べて
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けるような解釈指針が存在しないのである(266)。Simon Ball & Stuart Bell は、このような
問題を解決するためには、情報の正確な解釈を手助けする専門家職員を配置するべきであ
り、これが公的登録簿の利用を確保するために必要不可欠なものであると主張している。 
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対策」芝池義一・見上崇洋・曽和俊文編著『まちづくり・環境行政の法的課題』（日本評論




1163 号（1999 年）115 頁以下、同「化学物質管理法（PRTR 法）と企業の自主的取組・情
報的手法（上）・（下）」（以下、大塚「化学物質管理法（上）」と引用）法学教室 322 号(2007
年)81 頁以下、323 号（2007 年）102 頁以下、環境庁環境保健部環境安全課「特定化学物
質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律について」ジュリスト
1163 号（1999 年）112 頁以下、黒川哲志「環境規制におけるリスクコミュニケーション」
阿部泰隆・水野武夫編『環境法学の生成と未来・山村恒年先生古稀記念論集』（信山社、1999
年）111 頁以下、黒川・前掲注(19)107 頁以下、織朱實「環境情報公開と PRTR 制度の国際
的動向」資源環境対策 34 巻 1 号（1998 年）43 頁以下、小幡雅男「自治体の化学物質管理





























                                                                                                                                                     
境リスクと規制」森島昭夫・大塚直・北村喜宣編『環境問題の行方』（有斐閣、1999 年）
176 頁以下、中杉修身「化学物質対策法の現状と課題」『環境問題の行方』（有斐閣、1999
年）171 頁以下、山本元治「地方自治体の PRTR 法への対応」季刊環境研究 116 号（2000
年）、浦野紘平「PRTR 制度のわが国での経緯と意義」季刊環境研究 116 号（2000 年）24
頁以下、早水輝好「PRTR 法の概念と今後の取り組み」季刊環境研究 116 号（2000 年）12
頁以下、角田季美枝「NGO からみた PRTR 制度」季刊環境研究 116 号（2000 年）31 頁以
下、福島健彦「第 1 回 PRTR データの概要と今後の活用方策」環境情報科学 32 巻 2 号（2003
年）2 頁以下等。 
(277) 大塚「PRTR 法」前掲注(276)116 頁。 
(278) 同上 120 頁。 
(279) 大塚「化学物質管理法（上）」前掲注(276)85－86 頁。 















法律（以下、廃棄物処理法）の規定がある。廃棄物処理法 8 条 4 項によると、都道府県知
事は政令で定める廃棄物処理施設の設置許可申請があった場合には、申請者の氏名・名称、
施設の設置場所、施設の種類、処理する廃棄物の種類等を告示すると共に、申請書等を 1









てより利用しやすいものとなっている。具体的に言うと、廃棄物処理法 8 条の 4 のいう環






                                                   
(281) この規定は、廃棄物処理施設の設置に関し付近住民との紛争が増加している現状に鑑
み、産業廃棄物処理施設の信頼性・安全性を回復する等の目的から定められたものである。
村田哲夫「廃棄物問題と情報公開」環境法研究 24 号（1998 年）20－21 頁。 





































どのように考えられているのだろうか。Stuart Bell & Donald McGillivray は以下の 3 点を
指摘している。 
                                                   
(283) Environmental Information Regulations 2004, SI 2004/3391 イギリスにおける環境




































                                                   
(284) Bell & McGillivray (n 15) 317-318 
(285) ibid 
(286) ibid 318 





































































                                                   
(288) Aarhus Convention, art 4(1) 
(289) ibid, art 5(2) 
(290) ibid, art 5(2)(b)(i) 
(291) ibid, art 5(2)(c) 
(292) ibid, art 5(3) 
(293) Directive 2003/4/EC of the European Parliament and of the Council of 28 January 
2003 on public access to environmental information and repealing Council Directive 
90/313/EEC [2003] OJ L 41/26（以下、Directive 2003/4/EC と引用） なお、2003/4/EC
指令については後に詳細に検討する。 



























第 4 章で同制度の意義の考察及びわが国の制度との比較を行う。 
 
第 1 章 環境情報開示に関するイギリスの動向 








                                                   
(295) Environmental Information Regulations 2004 
54 
 
第１節 90/313/EEC 指令及び 1992 年環境情報規則 
（１）90/313/EEC 指令 
EC は 1970 年代以降、環境政策に関する計画を「環境行動計画（Environmental Action 
Programme）」として提示しており、環境情報の開示は 1973 年の「第 1 次環境行動計画」
の策定以来重要な課題であるとされていた(296)。しかしながら、実際に環境情報開示に関す
る一般的な法的措置がとられたのは 1987年の「第 4次環境行動計画」の策定以降であった。






















                                                   
(296) Bell & McGillivray (n 15) 320 
(297) Council Directive 90/313/EEC of 7 June 1990 on the freedom of access to 
information on the environment [1990] OJ L 158/56（以下、Council Directive 90/313/EEC
と引用） 
(298) Bell & McGillivray (n 15) 321 
(299) Daniel Wilsher, ‘Freedom of Environmental Information: Recent Developments and 
Future Prospects’ (2001) 7 European Public Law 671 
(300) Council Directive 90/313/EEC, art 1 
(301) ibid, art 3(1) 
(302) ibid, art 2(a) 

















90/313/EEC 指令を受けて、イギリス国内では 1992 年環境情報規則(307)が制定された。















                                                   
(304) ibid, art 3 
(305) Council Directive 90/313/EEC, art 3(4) 
(306) ibid, art 4 
(307) Environmental Information Regulations 1992, SI 1992/3240 
(308) ibid, reg 3(1) 
(309) ibid, reg 2(2) 
(310) ibid, reg 2(4) 































その後、イギリスでは、1992 年環境情報規則の定める例外規定を修正した 1998 年環境
                                                   
(312) ibid, reg 3(2) 
(313) Council Directive 90/313/EEC, art 3(1) 
(314) Wilsher (n 299) 677 
(315) Environmental Information Regulations 1992, reg 4(2) 
(316) ibid, reg 4(3) 
(317) Wilsher (n 299) 678 
(318) 審査請求に関する特別な規定は置かれていなかったが、市民が情報の不開示決定に対
して司法審査を請求することは可能であると考えられている。Wolf & Stanley (n 106) 476 
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情報（修正）規則(319)が制定された。1998 年規則は 1992 年規則の例外規定について、(a)
から(e)の定める「関係する情報」という文言を「影響を及ぼす情報」へと変更することに











（３）90/313/EEC 指令と 1992 年環境情報規則の欠点 
EC で制定された 90/313/EEC 指令及びイギリスにおいて制定された 1992 年環境情報規
則により、市民による開示請求に基づく環境情報開示制度は急速な進歩を遂げた。しかし、
これらの規定には以下のような欠点があると指摘されていた。 













                                                   
(319) Environmental Information (Amendment) Regulations 1998, SI 1998/1447 
(320) 田中嘉彦「英国における情報公開―2000 年情報自由法の制定とその意義―」外国の立
法 216 号（2003 年）5 頁参照。 
(321) Bell & McGillivray (n 15) 321 
(322) これについて、ここには「環境に関する責任」を有する民営化された水道会社なども
含んで考えるべきであると主張する学説も存在する。Wolf & Stanley (n 106) 474 



























第 2 節 オーフス条約及び 2003/4/EC 指令 
（１）オーフス条約 





                                                   
(325) ibid 
(326) Wolf & Stanley (n 106) 476 
(327) Bell & McGillivray (n 15) 322 
(328) ibid 
(329) Aarhus Convention, art 4(1) 




















 イギリスと同様に、EU も 2005 年にオーフス条約を批准した。EU はこれに先立ち、オ
ーフス条約の柱の 1 つである「環境に関する情報へのアクセス権」の促進を行うために、













                                                   
(331) ibid, art 4(1)(b) 
(332) ibid, art 5(2) 
(333) 2003/4/EC 指令については、大久保「オーフス条約」前掲注(7)32 頁参照。 
(334) Directive 2003/4/EC, art 2(1)(e) 































2003/4/EC 指令は 90/313/EEC 指令に比べて情報開示を拒否することのできる状況を拡大
しているように見えるが、これら 2 つの指令の間には大きな差異がある。2003/4/EC 指令
は「（上記の）開示拒否の根拠は、個々の事例において開示がもたらす公益性を考慮しなが
ら、制限的に解釈されなければならない。つまり、あらゆる事例において、開示がもたら
                                                   
(336) ibid, art 2(2) 
(337) ibid, art 3(2) 
(338) ibid, art 5(2) 
(339) ibid, art 4(1) 




















 その後、イギリスは 2005 年 2 月 24 日にオーフス条約を批准した。これに先立ち、イギ
リスでは 1998 年環境情報（修正）規則に替えて、2004 年環境情報規則を制定した。これ
はオーフス条約と 2003/4/EC 指令の制定を背景に作られたものであり、イギリス国内で既






第 3 節 2000 年情報公開法 
 先述したように、イギリスではオーフス条約の批准に先立ち、2004 年環境情報規則が制
定された。2004 年規則は、オーフス条約と 2003/4/EC 指令を背景として制定されたもので
あり、2000 年情報公開法を基礎としている(345)。なお、この 2000 年法及び 2004 年規則は
共に 2005 年 1 月 1 日に全面的に施行されたものである。本節では、イギリスにおいて市民
                                                   
(341) ibid 
(342) ibid, art 6(1) 
(343) ibid, art 7(1) 
(344) Freedom of Information Act 2000  
(345) Roy W. Davis, ‘The Environmental Information Regulation 2004: Limiting 






















2000 年に情報公開法が制定され、2005 年 1 月 1 日の施行を迎えた(350)。先述したように、
既にイギリスでは1992年環境情報規則が公的機関の保有する環境情報の開示について規定
していたことから、10 年ほど遅れて情報公開に関する一般法が制定されたこととなる。 
                                                   
(346) なお、2000 年情報公開法についてはわが国でも先行研究が多数存在するため、本稿で
は概略のみを紹介する。2000 年法について詳しくは、田中・前掲注(320)1 頁以下、木村実
「イギリスにおける情報公開制度について」東洋大学比較法 39 号（2002 年）115 頁以下、
池村正道「イギリス情報公開法序説」日本法学 72 巻 2 号（2006 年）653 頁以下、宇賀・
前掲注(24)107 頁以下参照。 
(347) 宇賀・同上 107 頁参照。 
(348) Local Government (Access to Information) Act 1985 








究 32 号（1997 年）40 頁以下、同「イギリス：情報公開法制定提案白書」行財政研究 35
号（1998 年）58 頁以下、同「イギリス：ブレア政権の情報公開法案」行財政研究 42 号（2000
年）45 頁以下、田島泰彦「情報公開法制定へ向かうイギリス―政府の『知る権利』白書を


























くつかの例外規定を置いている。2000 年法は第 21 条から第 44 条にかけて公的機関が情報
を不開示とすることのできる 23 種類の「除外情報（exempt information）」を規定してい




                                                   
(351) Freedom of Information Act 2000, s 1(1) 
(352) ibid, s 8(1)(a) 
(353) ibid, s 8(1)(b) 
(354) ibid, s 8(1)(c) 
(355) ibid, s 8(2) 
(356) ibid, s 3(1) なお、2000 年法の定める「公的機関」の定義については、宇賀・前掲注(24)110
頁等参照。 
(357) ibid, s 3(2) 


























秘密性を持つ情報（43 条）」という計 15 種類の情報が規定されている(360)。 









                                                   
(359) ibid, s 2(2)(b) 
(360) 除外情報の規定について、詳しくは、田中・前掲注(320)11－15 頁参照。 
(361) Philip Coppel, ‘Environmental Information: the New Regime’ [2005] JPL 13 





境に関する情報についても同法 39 条 1 項(a)号が、「情報を保有している公的機関が、2004
年環境情報規則により、当該規則に従って情報を市民に提供することを義務付けられてい
る場合には、当該情報は除外情報とする」(363)と規定している。一方、どのような除外情報








かれているため(364)、実際には 2004 年規則の下で開示が拒否されたような情報が 2000 年
法の下では開示されるというような状況は存在しない(365)。 
 
















なお 2004 年環境情報規則は、「①序文（1 条～3 条）」「②公的機関が保有する環境情報へ
                                                   
(363) Freedom of Information Act 2000, s 39(1)(a) 
(364) Environmental Information Regulations 2004, reg 12(1)(b)この規定については後に
検討する。 
(365) Coppel (n 361) 14 
66 
 
のアクセス（4 条～11 条）」「③環境情報の開示義務の例外（12 条～15 条）」「④実施規則と



























第 2 に、2004 年環境情報規則 5 条 1 項は、「環境情報を保有する公的機関は請求に応じ
てそれを利用可能にしなければならない」(369)と規定している。これは「情報開示」、すな
わち市民からの請求を受けた公的機関に対して環境情報の開示を義務付ける規定であり、
1992 年環境情報規則、1998 年環境情報（修正）規則から引き継がれたものである。 
 
                                                   
(366) Environmental Information Regulations 2004, reg 4(1) 
(367) Coppel (n 361) 20 
(368) ibid 













（Information Tribunal）(373)で争われた事案に Linda Bromley and Others v. Information 
Commissioner & the Environment Agency(374)がある。イングランド中部に位置する町、
ウォリックにおいて、河川の洪水防止の役割を担っていた堤防が宅地開発に伴って撤去さ
れた。これを受け、宅地開発や水害防止に関して環境庁や地方公共団体が講じた措置の詳











                                                   
(370) ibid, reg 3(2) 
(371) Coppel (n 361) 18 
(372) Information Commissioner’s Office, ‘What is Environmental Information, version.3’ 
(16 March, 2009) 4 
(373) データ保護審判所（Data Protection Tribunal）として以前から存在していた機関が、
2000 年情報公開法 18 条によって名称変更されたものである。なお、審査請求については
後述する。 
(374) EA/2006/0072, 31 August 2007 
(375) データ保護コミッショナー（Data Protection Commissioner）として以前から存在し
ていた機関が、2000 年情報公開法 18 条 1 項によって名称が変更されたものであり、情報
開示について監督することを目的とした政府から独立した機関である。なお、審査請求に
ついては後述する。 




















第 2 節 「環境情報」の定義 
（１）2004 年環境情報規則 2 条 1 項 
2004 年環境情報規則に基づいて市民が開示請求することのできる「環境情報」について、













                                                   
(377) ibid 



















いて情報審判所で争われた 2 つの事案を検討する。 
 
(a)Malcolm Kirkaldie v Information Commissioner & Thanet District Council(380) 
 2005 年、市民である Malcom Kirkaldie は Thanet District Council（以下 Thanet DC）
に対して、ケント国際空港における夜間飛行に関して法律専門家がThanet DCに行った「法
的助言」を開示するよう請求した。これを受けた Thanet DC は、当該情報は 2004 年環境
情報規則の規定する「環境に関する情報」には当たらないため 2000 年情報公開法の下で開








「法的助言」が 2004 年規則 2 条の規定する「環境情報」に該当するかどうかについての検
討を行った。1990 年都市農村計画法 106 条 1 項(381)は、地方公共団体に対して、土地の開
                                                   
(379) Environmental Information Regulations 2004, reg 2(1) 
(380) EA/2006/0001, 4 July 2006 






の法的拘束力について Thanet DC が法律専門家に要求したものであった。情報審判所は、
まず「当該協定の対象は土地、大気そして騒音、排出物質といった環境要素」(382)であるこ









(b)Mark Watts v Information Commissioner(383) 
2005 年末、ウェールズにおいて大腸菌 O-157 が発生し、ウェールズ議会と Bridgend 
County Borough Council（以下、Bridgend CBC）が発生源の調査を行っていた。市民で
ある Mark Watts は、2004 年環境情報規則に基づいて、Bridgend CBC に対して、調査対
象であった食肉処理会社 John Tudor & Son の施設に関する調査報告書の開示を請求した。















                                                   
(382) EA/2006/0001, para 14 




























第 3 節「公的機関」の定義 
（１）2004 年環境情報規則 2 条 2 項 
2004 年環境情報規則は、市民に対して、環境情報の開示を「公的機関」に請求すること
を認めている。2004 年規則 2 条 2 項によると、「公的機関」とは、「(a)：政府省庁、(b)：




                                                   
(384) ibid, para 9 
(385) ibid, para 11 
(386) Environmental Information Regulations 2004, reg 2(2) 
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2004 年環境情報規則の下での開示請求の対象となる「公的機関」について、同規則 2 条
2 項(c)号における「行政機能」の意味が情報審判所で争われているためここで検討する。 
 
(a)The Port of London Authority v Information Commissioner & John Hibbert(390) 
2005 年、市民である John Hibbert がロンドン港湾局（Port of London Authority、以下






の目的に照らすと、PLA が公的機関に該当することは間違いなく、PLA は 2004 年規則 2
条 2 項(c)号の規定する行政機能を果たしている」(391)と判断した。これを受けた PLA は情
報審判所に不服申立てを行った。 
PLA は 1908 年ロンドン港法(392)によって設立された団体であり、現在では 1968 年ロン
ドン港法(393)がその職務について規定していることから、情報審判所は PLA が「行政機能」
を果たしているかを判断するため 1968 年法について検討した。1968 年法 5 条は、「港湾局
                                                   
(387) ibid, reg 3(3) 
(388) Coppel (n 361) 19 
(389) Freedom of Information (Additional Public Authorities) Order 2010, SI 2010/937 
(390) EA/2006/0083, 31 May 2007 
(391) ibid, para 9 
(392) Port of London Act 1908 







た。これについて、審判所は、「PLA が同法 5 条の下での……義務……の対象となっている
という事実は……情報コミッショナーの主張を裏付けるものである」(395)と述べ、「1968 年
法 8 条 1 項が（PLA に対して）『権限行使』について大臣に年次報告書を提出する」(396)義






(b)Network Rail Limited v Information Commissioner & Network Rail Infrastructure 
Limited, Friends of the Earth and others(400) 
2005 年 5 月 26 日、市民である Ian Fisher はニューキャッスルとカーライルを結ぶ路線
で起きた浸水に関する情報について Network Rail Limited（以下、NRL）に開示請求を行
った。さらに同年 7 月 28 日には同じく市民である Edward Chambers が北ロンドンの
Dudding Hill Junction で 2003 年に行われた工事の内容に関する情報の開示を NRL に請











                                                   
(394) ibid, s 5 
(395) EA/2006/0083, para 31 
(396) ibid, para 34 
(397) ibid, para 35 
(398) ibid, para 40 
(399) ibid, para 38 
(400) EA/2006/0061 and 0062, 17 July 2007 











行っているわけではないし、Office of Rail Regulation（以下、ORR）(404)のような規制団



















                                                   
(402) EA/2006/0061 and 0062, para 24 
(403) ibid, para 27 
(404) ORR は 2003 年鉄道安全交通法（Railways and Safety Transport Act 2003）の下で設
立された鉄道業界全体を規制する団体である。政府に代わって鉄道営業の許可の付与など
を行っている。 
(405) EA/2006/0061 and 0062, para 28 
(406) ibid, para 29 
(407) ibid, para 40 
(408) ibid, para 43 
(409) ibid, para 45 
(410) ibid, para 47 
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(411) Environmental Information Regulations 2004, reg 5(1) 
(412) Freedom of Information Act 2000, s 8(1)(a) 
(413) Bell & McGillivray (n 15) 326 
(414) Coppel (n 361) 20 
(415) Environmental Information Regulations 2004, reg 9(2) 
(416) Coppel (n 361) 20 
(417) Environmental Information Regulations 2004, reg 8(1) 
(418) ibid, reg 8(3) 



















れた事案に David Markinson v Information Commissioner(425)がある。市民である David 
Markinson は Kings Lynn & West Norfolk Borough Council（以下、KLWNBC）に対して、
自宅の建築に際して行った数種類の申請に関する情報を開示するよう請求した。これを受
けた KLWNBC が開示手数料として 6 ポンドを請求したことについて、開示請求者は 2004










                                                   
(421) Environmental Information Regulations 2004, reg 8(4) 
(422) ibid, reg 8(5) 
(423) ibid, reg 8(2)(a)  
(424) なお、公的登録簿の複写については手数料を支払う必要がある。公的登録簿の複写の
手数料について、詳しくは本稿第 1 部参照。 
(425) EA/2005/0014, 28 March 2006 
(426) ibid, para 31 






……A4 用紙 1 枚につき 10 ペンス程度である」(429)とする。このような点から、審判所は
























                                                   
(429) ibid 
(430) ibid, para 33 
(431) Information Commissioner’s Office, ‘Charging for Environmental Information’, (26 
January 2009) 3 
(432) ibid 
(433) ibid 
(434) ibid 4 
(435) ibid 
(436) Environmental Information Regulations 2004, reg 5(2) 
(437) Coppel (n 361) 21 
(438) Environmental Information Regulations 2004, reg 7(1) 






なるのであろうか。この点について情報審判所にて争われた事案に、Keston Rambler ’s 
Association v Information Commissioner & London Borough of Bromley(441)がある。地域

























                                                   
(440) ibid, reg 9(2)(a) 
(441) EA/2005/0024, 26 October 2007 
(442) ibid, para 57 
(443) ibid, para 58 
(444) ibid, para 59 
(445) Environmental Information Regulations 2004, reg 11(1) 
(446) ibid, reg 11(2) 


























に Rhondda Cynon Taff County Borough Council v Information Commissioner(453)がある。
市民から 1991 年土地排水法(454)の条文の開示請求を受けた Rhondda Cynon Taff County 
Borough Council（以下、RCTCBC）は、これらの情報が図書館あるいはインターネット





                                                   
(448) ibid, reg 11(4) 
(449) ibid, reg 10(1) 
(450) Coppel (n 361) 22 
(451) ibid 
(452) Environmental Information Regulations 2004, reg 6(1) 
(453) EA/2007/0065, 5 December 2007 








るとした上、2000 年情報公開法と 2004 年規則という 2 つの制度の差異に着目した。審判
所によると、「2000 年法 1 条 1 項(b)号の下では、開示請求者は『情報の提供を受ける






















                                                   
(455) EA/2007/0065, para 6 
(456) ibid, para 25 
(457) ibid 
(458) ibid, para 26 
(459) ibid, para 41 
(460) ibid, para 26 
(461) Environmental Information Regulations 2004, reg 6(2)(a) 
(462) ibid, reg 6(2)(b) 











第 5 節 救済手段 
公的機関による判断に不服のある開示請求者に対する救済手段として、2004 年環境情報
規則は先述した異議申立ての制度と共に、2000 年情報公開法の規定する 3 段階の手段を適
用する旨を規定している(468)。 
 まず第 1 段階として「情報コミッショナーに対する審査請求」の制度が規定されている。












                                                   
(464) ibid, reg 14(1) 
(465) ibid, reg 14(3) 
(466) ibid, reg 14(2) 
(467) Coppel (n 361) 22 
(468) Environmental Information Regulations 2004, s 18(1) 




（enforcement notice）」などを送達する義務を負っている。Christine Johnson, ‘Improved 
Access Regime for Environmental Information and the Role of the Information 
Commissioner’ (2004) 6 Env LR 219 
(471) Information Commissioner’s Office, ‘Environmental Information: a guide for 
requesters, version.2’, (16 July 2009) 5 













第 3 章 2004 年環境情報規則(2)：開示・不開示の判断基準 
 2004 年環境情報規則 5 条 1 項は、公的機関に対して、市民からの開示請求に応じた環境
情報の開示を原則として義務付けているが、あらゆる環境情報が無条件に開示されるわけ
ではない。2004 年規則は 1992 年環境情報規則の例外規定や 2000 年情報公開法の除外情報
に関する規定と同様に、公的機関が開示を拒否することのできるような例外規定を設けて
いるのである。 











第 1 節 公益判断 




                                                   
(473) ibid, s 51(1) 
(474) Johnson (n 470) 219 
(475) Freedom of Information Act 2000, s 50(4) 
(476) ibid, s 57 (1) 

































                                                   
(478) Environmental Information Regulations 2004, reg 12(1)(b) 
(479) Information Commissioner’s Office, ‘The public interest test, version.3’ (1 July 2009) 
4 
(480) EA/2007/0072, 29 April 2008 
(481) ibid, para 105 
(482) Environmental Information Regulations 2004, reg 12(2) 























第 2 節 「個人データ」を含む情報の不開示 





報）」に分類することができる。2004 年環境情報規則 5 条 3 項は、「請求者関連情報」の開




                                                   
(484) Information Commissioner’s Office, ‘An Introduction to the EIR exceptions, version. 
2’ (3 December, 2008) 1-2 
(485) ibid 2 
(486) ICO (n 479) 6 
(487) ibid 
(488) Environmental Information Regulations 2004, reg 5(3) 
(489) Data Protection Act 1998, s 7 
85 
 
則 12 条 3 項は、詳細が規定されている同規則 13 条に従って判断されるべきであるとする
(490)。なお、この場合には、開示・不開示の判断において公的機関による「公益判断」は必
要とされない。 
 2004 年環境情報規則 2 条 4 項によると、「個人データ」という文言の定義については、











（２）2004 年環境情報規則 13 条 
(a)判断基準 
 先述したように、「第三者関連情報」について開示請求が行われた場合には、開示・不開
示の判断基準として 2004 年環境情報規則 13 条が適用されることとなる。 
 2004 年環境情報規則 13 条 1 項は、「第三者関連情報」については、同規則 13 条 2 項、3
項がそれぞれ規定する条件のどちらかに該当する場合には、公的機関はそれを開示しては
ならないとしている。なお、ここで最も頻繁に適用される条件は、同規則 13 条 2 項(a)号の
規定する「その情報が 1998 年データ保護法 1 条 1 項の規定する『データ』の定義……に該
当する場合で、……市民に開示することが次のいずれかに違反することになること。(ⅰ)





る基準は、13 条 2 項(a)号の規定する「(ⅰ)データ保護原則」である。つまり、公的機関は
                                                   
(490) 2004 年環境情報規則 13 条については後述する。 
(491) Data Protection Act 1998, s 1(1) 
(492) Information Commissioner’s Office, ‘The exemption for personal information, 
version.3’ (11 November 2008) 3 
(493) ibid 
(494) ibid 
(495) Durant v Financial Services Authority [2003] EWCA Civ 1746, [2004] FSR 28 [28] 





 2004 年環境情報規則 2 条 4 項は「データ保護原則」についても 1998 年データ保護法の













 これらの点を情報コミッショナー及び情報審判所が明確に示した事案に William Young 
v Information Commissioner & Department of the Environment for Northern 
Ireland(501)がある。William Young は、自身が行った住宅の建築許可申請に対する近隣住民
からの苦情を含む文書の閲覧を北アイルランド環境省（Department of the Environment 










                                                   
(497) Data Protection Act 1998, sch 1 
(498) ibid, sch 2 
(499) ICO (n 492) 6 
(500) ibid 7 
(501) EA/2007/0048, 12 December 2007 
(502) ibid, para 11 























第 3 節 情報あるいは開示請求の性質を根拠にした不開示 









                                                   
(504) ibid 
(505) ibid, para 29 
(506) ibid, para 30 




















この点について情報審判所で初めて争われた事案が Stephen Carpenter v Information 
Commissioner & Stevenage Borough Council(513)である。市民である Stephen Carpenter
は Stevenage Borough Council（以下、Stevenage BC）に対し、Stevenage BC の所有す
る特定の土地の環境状態に関する情報について、それが一度開示されたにもかかわらず、
2007 年 6 月 1 日から同種の開示請求を繰り返し行っていた。これを受けた Stevenage BC
は、「濫用的または反復して行われる」請求を拒否することのできる 2000 年情報公開法 14
条、及び「明らかに不合理」な請求を拒否することのできる 2004 年環境情報規則 12 条 4





相当するものであるとした後、以下のように述べている。「（本事案では）12 日間で 10 回も
の開示請求が行われたり、わずか 2 日間で 4 回の開示請求が行われることもあった。そし




                                                   
(510) Information Commissioner’s Office, ‘An Introduction to the EIR exceptions, version. 
3’ (14 September, 2009) 2 
(511) ICO (n 484) 2 
(512) ibid 3 








同様の観点から環境情報の開示が拒否された事案に Robert Latimer v Information 























してさらに、「審判所が Stephen Carpenter v Information Commissioner & Stevenage 
Borough Council において、開示請求が 2000 年情報公開法の下での『濫用的』という要件
                                                   
(514) ibid, para 52 
(515) ibid, para 53 
(516) EA/2009/0018, 3 August 2009 
(517) ibid, para 13 
(518) ibid, para 16 



















規則 9 条 2 項の下で助言、忠告を行った後でなければ適用するべきではないという指針が
情報コミッショナーから示されている(524)。 
 












                                                   
(521) EA/2008/0046, para 32 
(522) EA/2009/0018, para 42 
(523) ICO (n 484) 3 
(524) ICO (n 510) 3 
(525) ibid 







審 判 所 で 争 わ れ た 事 案 に Secretary of State for Transport v Information 
Commissioner(529)がある。2005 年 3 月、Sir Rod Eddington は、財務大臣及び運輸大臣か
ら、「持続可能な開発」を目的として、イギリスにおける交通と経済の生産性、成長、持続
性との関係を長期にわたって分析するよう依頼されていた。Sir Rod Eddington は、2006
年 6 月に財務大臣及び運輸大臣に対して報告書の草案を提出、同年 12 月 1 日には「イギリ
スにおける生産性と競争力を維持するための交通の役割」と題された報告書の完成版がイ
ンターネット上で公表された。 
2006年 12月 13日、議員であるChris Graylingは、運輸大臣に対して Sir Rod Eddington
によって作成された未完成段階にある報告書の草案の複写を請求した。これについて、運




















                                                   
(529) EA/2008/0052, 5 May 2009 
(530) 例外規定である「内部伝達事項」については後述する。 
(531) EA/2008/0052, para 19 
(532) ibid, para 68 
(533) ibid, para 81 






年環境情報規則の制定前に裁判所で争われた Malie v Wigan Metropolitan Borough 























先述した Secretary of State for Transport v Information Commissioner(541)では、Sir Rod 
Eddington による報告書の草案について、情報審判所が「未完の文書」及び「内部伝達事
項」に該当するとして不開示とすべきとしたことに対し、情報コミッショナーは、当該情
                                                   
(535) ICO (n 510) 4 
(536) [2001] Env LR 11 
(537) ibid [7] 
(538) ibid 
(539) ICO (n 510) 4 




報が「未完の文書」に該当しないだけではなく、「Sir Rod Eddington は外部の独立した助





背景や事実に応じて判断すべきである」 (543)とする。そして、本事案における Sir Rod 







の理由から、審判所は、「Sir Rod Eddington は、この問題に関しては『独立した』決定権
者ではない」(545)とし、共に職務を行なっていた Sir Rod Eddington によって作成された報
告書の草案は「内部伝達事項」に該当すると判断したのである。 
さらに、この点について争われた事案に South Gloucestershire Council v Information 
Commissioner & Bovis Home Ltd.(546)がある。建設会社である Bovis Homes Ltd.は、South 
Gloucestershire Council（以下、SGC）に対して、多目的開発に関する 2 種類の建築許可
申請を行った。その後、Bovis Homes Ltd.と SGC との間で、1990 年都市農村計画法 106
条(547)に基づく財政援助などを目的とした協定を視野に入れた交渉が行われ、Bovis Homes 
Ltd.は、交渉における SGC の意見を知るために、外部専門家によって作成され、SGC に対
して提出された自主開発評価報告書の複写を 2004 年環境情報規則に基づいて請求した。こ
れについて、SGC は、報告書を作成した専門家は SGC の一員であると考えることができ






                                                   
(542) EA/2008/0052, para 19 
(543) ibid, para 94 
(544) ibid, para 95 
(545) ibid, para 97 
(546) EA/2009/0032, 20 October 2009 
(547) Town and Country Planning Act 1990, s 106 
94 
 









Secretary of State for Transport v Information Commissioner においては公的機関の依
頼により意見を共有するなどしながら共に情報を作成した Sir Rod Eddington は内部機関






第 4 節 一定の要素に対して「悪影響を与える」場合の不開示 
 2004 年環境情報規則 12 条 5 項は、公的機関は環境情報の開示がある一定の要素に「悪
影響を与える」場合に、「公益判断」の結果、開示を拒否することができる旨を定めている。
この基準は「害する又は害するおそれのある」場合という基準を適用している 2000 年情報
公開法よりも厳格なものである。2004 年規則 12 条 5 項を適用する場合、公的機関は情報
を開示することによって何らかの悪影響が実際に与えられる点について明確化しなければ
ならず、2000 年法が規定するように情報の開示が悪影響を与える「おそれ」があるという
だけでは不十分である(551)。この点について情報審判所は、Philip Burgess v Information 
Commissioner & Stafford Borough Council(552)において、「（「悪影響を与える」とは）『蓋
然性が極めて高い』場合のことをいう」(553)とし、さらに Benjamin Archer v Information 
Commissioner & Salisbury District Council(554)においては、「悪影響を与える」とするた
めには、「そのような『悪影響が与えられうる、あるいは（悪影響が与えられるで）あろう』
という程度では認められない」(555)と示している。これらの情報審判所の判断によると、2004
                                                   
(548) EA/2008/0052, para 94 
(549) EA/2009/0032, para 27 
(550) ibid, para 33 
(551) ICO (n 484) 4-5 
(552) EA/2006/0091, 7 June 2007 
(553) ibid, para 37 
(554) EA/2006/0037, 9 May 2007 







（１）国際関係、国防、国家安全、市民の安全（12 条 5 項(a)号） 















情報開示が「市民の安全」に悪影響を与えるかどうかが議論された事案に The Office of 
Communications v Information Commissioner & T-Mobile (UK) Ltd.(561)がある。イギリ








                                                   
(556) Coppel (n 361) 28 
(557) Freedom of Information Act 2000, s 27(1) 
(558) ibid, s 26(1) 
(559) なお、2003/4/EC 指令における「治安（public security）」という文言が、2004 年環境
情報規則では「国家安全（national security）」と「市民の安全（public safety）」に分割さ
れて規定されている。 
(560) ICO (n 510) 6 




から、市民である Ian Henton は、全国の基地局の状況を知るために、Ofcom に対して、事
業者の名前、住所、グリッドなどを含む Ofcom が入手した全ての情報を開示するよう請求
















 次に情報審判所は、Ofcom が判断したように、当該情報開示が 2004 年環境情報規則 12










                                                   
(562) 例外規定である「知的財産権」及び「商業情報や産業情報の秘密性」については後述
する。 
(563) EA/2006/0078, para 25 
(564) ibid, para 30 
(565) ibid, para 31 
(566) ibid, para 37 
(567) ibid 




















情報コミッショナーは、先述した William Young v Information Commissioner & 












                                                   
(569) ibid 
(570) ICO (n 510) 6 
(571) ibid 
(572) ICO (n 484) 6 
(573) 前掲注(501)参照。 
(574) EA/2007/0048, para 15 







 先述したThe Office of Communications v. Information Commissioner & T-Mobile (UK) 
Ltd.(579)では、この例外規定についても議論されており、事業者の名前、住所、グリッドな




















                                                   
(576) ICO (n 510) 7 
(577) Copyright Designs and Patents Act 1988 
(578) ICO (n 484) 6 
(579) 前掲注(561)参照。 
(580) Copyright and Rights in Databases Regulations 1997, SI 1997/3032 
(581) EA/2006/0078, para 47 
(582) ibid 
(583) ibid, para 50 
(584) ibid, para 51 
(585) ibid, para 54 
(586) ibid, para 60 
















Benjamin Archer v Information Commissioner & Salisbury District Council(591)がある。






れた。情報審判所は、「共同報告」が 12 条 5 項(d)号の規定する「手続」に該当するかどう
かについて検討し、「共同報告が委員会における（開発許可に関する）議論のためだけに準
備されたものかどうかは明らかではなく、従ってこれが開発許可に関する『手続』である
と認めることはできない。……そのため、12 条 5 項(d)号はこの共同報告に適用されない」
(592)と判断、Salisbury DC に共同報告の開示を義務付けた。公的機関による活動に関する
手続に関する情報の開示請求が行われた場合には、当該手続がその活動のためだけになさ






情報や産業情報の秘密性（12 条 5 項(e)号） 
                                                   
(589) ibid, para 62 
(590) ICO (n 510) 7 
(591) 前掲注(554)参照。 
(592) EA/2006/0037, para 70 































第 5 節 その他の規定 
（１）情報の有無の不回答（12 条 6 項） 
 2004 年環境情報規則は、公的機関が、情報の有無について明確にすることが 12 条 5 項(a)
                                                   
(594) ICO (n 484) 7 
(595) ICO (n 510) 8 
(596) ibid 
(597) ICO (n 484) 7 













（２）排出物質に関する情報（12 条 9 項） 
開示請求された環境情報が「排出物質」に関するものであれば、公的機関は 2004 年環境





「排出物質」の内容については 2004 年環境情報規則でも 2003/4/EC 指令でも明確に定
義されているわけではないが、EU 指令である 2008 年総合的汚染防止規制指令（以下、






先述した The Office of Communications v. Information Commissioner & T-Mobile(UK) 
Ltd.(603)では、情報審判所が、「排出物質」に関する情報について 12 条 5 項(e)号が適用され




（３）スコットランドの公的機関への適用（12 条 10 項） 
 2004 年環境情報規則 12 条 5 項(b)号の定める「裁判の進行、公平な裁判を受ける権利、
                                                   
(600) ICO (n 484) 7 
(601) Directive 2008/1/EC of the European Parliament and of the Council of 15 January 
2008 concerning integrated pollution prevention and control [2008] OJ L 24/8, art 2(5) 












2004 年環境情報規則 17 条 1 項(a)号は、「開示請求された情報が歴史的記録に該当した場





















第 1 節 2004 年環境情報規則の特徴 
2004 年環境情報規則の制定による環境情報開示制度の改革を具体的に見てみると、以下
の点を指摘することができる。第 1 に、2004 年規則は 1992 年環境情報規則に比べて情報
                                                   
(604) ICO (n 484) 8 
(605) Environmental Information Regulations 2004, reg 17(1) 





























2004 年規則の下で開示請求された情報が不開示とされる可能性は 2000 年法の場合と比べ
て実質的に抑制されていると言うことができる。 





                                                   
(607) Stuart Bell & Donald McGillivray, Environmental Law, (6th edn, Oxford University 
Press 2006) 319 






 第 3 に、2004 年環境情報規則に基づいて「公益判断」を行う場合、「公的機関は、開示
を推定することとする」という「開示推定原則」に従わなければならない。これによって
開示の公益性と不開示の公益性が同等のものである場合、公的機関は当該情報の開示を行
うこととなる。この原則は 2000 年情報公開法には置かれておらず、2004 年規則特有のも
のである。ここからも、2004 年規則が、公的機関による広い環境情報開示を導き出そうと
していることが分かる。 






第 2 節 わが国との比較 






















































第 1 部及び第 2 部では、イギリスにおける公的機関の保有する環境情報への市民による
                                                                                                                                                     
版、2008 年）46－88 頁等参照。 
(610) 開示請求された情報が不開示事由に該当するか否かについて争われた判例について、
詳しくは、磯野・前掲注(271)63－64 頁、黒川・前掲注(19)94－98 頁等参照。 





































                                                   
(612) 三木由希子「情報公開制度の現状と課題」環境情報科学 32 巻 2 号（2003 年）17 頁。 









































第 3 部 環境許可制度と市民参加 
 
序論 


























                                                   
(614) 織朱實「環境政策における市民参加制度：米国環境法施策における市民参加制度の概
要」環境情報科学 32 巻 2 号（2003 年）24 頁。 
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第 1 章 環境意思決定に対する市民参加 
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から 21 世紀初頭にかけて、次第に市民参加促進の動きを活発化させていく。1998 年のオ
ーフス条約採択後、2005 年の批准までの間、イギリスでは環境意思決定への市民参加の重
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境バイオテクノロジー委員会（Agriculture and Environment Biotechnology Commission、 
以下 AEBC）」(632)を設立、AEBC はイギリス政府に対する提言を組み込んだ「遺伝子組換
え作物の商業化についての議論」(633)という報告書を作成しており、イギリス環境食糧農林
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条）」、という 3 つの段階にわたる市民参加についての規定を置いている。 
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則に基づく市民参加については後述する。 
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オーフス条約 6 条 8 項は、「締約国は、決定において、市民参加の結果に関して適切な考慮
がなされることを確保しなければならない」(651)と規定する。市民参加の結果に関する「適
切な考慮」の要求は、行政による最終決定について市民の意見が無視されることがないよ










なお、第 2 章以降で検討する「環境許可決定過程への市民参加」は、このオーフス条約 6
条の規定を実現したものである(655)。 
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ていくこととなる。なお、オーフス条約の批准を受けて 85/337/EEC 指令は 2003/35/EC 指
令（Directive 2003/35/EC of the European Parliament and of the Council of 26 May 2003 
providing for Public Participation in respect of the drawing up of certain plans and 
programmes relating to the environment and amending with regard to public 
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スメント」長崎県立大学論集 26 巻 3 号（1993 年）65 頁以下、朝賀広伸「英国における最
近のアセスメント制度の展開―2001 年環境影響評価規則（未開墾地・半自然地域、イング




（２）オーフス条約 7 条－環境に関する計画、プログラム、政策策定への市民参加 





での市民参加を促すものであると言える。さらに同条については「6 条 3 項、4 項、7 項の
規定が適用されなければならない」(658)としているが、その中でも第 7 条との関係において
最も重要だと考えられるのが「様々な選択肢があり、効果的な市民参加が可能である場合
には、初期段階での市民参加を提供しなければならない」(659)と規定する 6 条 4 項である。
これにより、第 7 条の規定に実行性が付与され、「既に何らかの計画が策定された後ではな
く、計画の策定段階での市民参加が可能になる」(660)のである。 





メントに関して、オーフス条約や 2001/42/EC 指令に基づいて 2004 年計画及びプログラム
環境影響評価規則(663)が制定されている。同規則によると、戦略的環境アセスメントは、農
業、森林、漁業、エネルギー、工業、運輸、廃棄物処理、水管理、電気通信、観光、都市
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れる際に頻繁に言及される Stuart Bell and Laurence Etherington による分析に基づいて
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 Stuart Bell and Laurence Etherington によると、「『市民参加』という言葉は多種多様な
手続に及ぶもの」(671)であり、市民参加はその対象者の範囲によって以下のように分類する
ことができる。 





















フス条約 6 条 2 項は「関係市民」に対する市民参加制度の構築を規定していることから、「『利
害関係者』型市民参加」を、またオーフス条約 7 条、8 条は「市民」に対する市民参加制度
の構築を規定していることから、「『価値観』型市民参加」を促進していると言えよう(675)。 
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「意思決定の根拠となる情報の質の改善」(677)などが挙げられており(678)、Stuart Bell and 
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よる事前審査として「環境許可」を付与されなければならない場合が多く、大気汚染防止
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与することを可能にしている。2010 年規則 12 条 1 項は、「環境許可によって権限が与えら
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environmental permitting (February 2010) 5 
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(701) Scottish Government, Consultation Paper on the Consolidation of the Waste 
Management Licensing Regulations and Amendments arising from the Better Waste 

































                                                   





(704) Pollution Prevention and Control (England and Wales) Regulation 2000, sch 4, para 
6 




























                                                   






(England and Wales) Regulation 2010, sch 5, para 5(1) 
(709) ibid, sch 5, para 6(1)(a) 
(710) ibid, sch 5, para 6(1)(b) 
(711) ibid, sch5, para 6(1)(c) 




(714) Environment Agency (n 699) 12 
125 
 

























する「標準許可」及び「特注許可」と類似の 2 種類の許可制度を取り入れている。 
しかしながら、2010 年イングランド規則の下で事業を行おうとする者は必ず「標準許可」
あるいは「特注許可」の申請をしなければならないのに対して、2005 年スコットランド規
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ランド）規則(730)が規定していたが、2013 年 1 月 7 日に 2012 年汚染防止管理（スコットラ
ンド）規則（以下、2012 年スコットランド規則）(731)が施行され、現在では同規則に基づ
いて制度運営が行われている。 
2012 年スコットランド規則 11 条 2 項は、「許可が付与されている者を除いては、…（規
制対象施設の）操業をしてはならない」(732)と規定しているが、同規則は、全ての許可の申
請や変更について、文書あるいは電子による意見提出を「あらゆる者」(733)に対して認めて
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第 4 節 イングランドとスコットランドの比較 
本稿で検討したイギリスにおける環境許可決定への市民参加制度について概括すると以
下のようになる。 



























































































第 3 章 環境許可決定過程への市民参加(2)：市民参加の実態 
イギリス政府によってベター・レギュレーション計画が提唱されて以降、イングランド
                                                   
(738) Kirsty Blackstock, Elizabeth Kirk, Yen-Chiang Chang and Grant Davidson, Public 
Participation and Consultation in SEPA Regulatory Regimes (R50063PUR) Final 
Report (Macaulay Research Consultancy Service 2006) 43 
(739) 1993 年放射性物質法（Radioactive Substances Act 1993）16 条は、許可の付与につい
て、公的機関との協議規定を置いているが、市民の意見提出については認めていない。 
(740) Blackstock, Kirk, Chang and Davidson (n 738) 43 



























ールを直接送付した。この意見提出は 2008 年 8 月 22 日から 11 月 14 日までの 12 週間受
け付けられたが、最終的に意見提出はわずか 24 件にとどまり、その全てが利害関係を有す
る産業団体あるいは公的機関からであった(745)。その後同様に 2007 年規則の下で行われた
計 6 種類の許可基準策定・改正について、2009 年 9 月 4 日から 11 月 27 日までの 12 週間
受け付けられた市民参加手続においても、環境庁はホームページで公告するだけでなく、
1400 以上の利害関係者及び団体に対して電子メールを直接送付したにもかかわらず、32 件
の意見提出にとどまり、その内 2 件が公益団体、16 件が産業団体、残りは全て公的機関か
らであった(746)。これを見ても、許可基準の策定や改正について意見を提出しようとする市
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sponse_document_final.pdf> 
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づき 2008年 12月 5日から 2010 年 8 月 17 日の間に SEPAによってホームページ上で公告
された計 26 件の許可決定過程への市民参加について、一般市民からの意見提出が行われた















行政の意思決定過程に対する市民参加には様々な形態があり、例えば Sherry R. Arnstein
は市民参加の形態を梯子に見立てた「市民参加の梯子（A Ladder of Citizen Participation）」
(751)という概念を提言している(752)。 
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(747) Kirk & Blackstock (n 684) 108 
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American Institute of Planners 216 
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Sherry R. Arnstein によると、市民参加は、市民の関与の程度によって、第 1 段階「世
論操作（Manipulation）」、第2段階「セラピ （ーTherapy）」、第3段階「情報提供（Informing）」、
第 4 段階「意見聴取（Consultation）」、第 5 段階「懐柔（Placation）」、第 6 段階「パート
ナーシップ（Partnership）」、第 7 段階「権限委譲（Delegated Power）」、第 8 段階「市民
によるコントロール（Citizen Control）」に分類することができ、市民による関与の程度が
低い第 1 段階及び第 2 段階は「市民参加とは言えない（Nonparticipation）」段階、第 3 段
階から第 5 段階は「形式だけの参加に過ぎない（Tokenism）」段階、市民の関与の程度が
























門的・技術的性質である(755)。2007 年に出された DEFRA の報告書によると、環境汚染規
制に関する意思決定は、「①特定の場所で事業を行うことの妥当性を検討する段階」と、「②
                                                   
(753) 「市民参加の梯子」それぞれの段階に関する詳細は、世古・前掲注(751)40 頁参照。 
(754) Kirk & Blackstock (n 684) 109 













確保すること(761)をそれぞれ要求されている。同様に SEPA も、2005 年スコットランド規
則によって、排水許可の判断に関して、水環境のリスクアセスメント(762)や関連法規の要件
の考慮(763)を、また 2012 年スコットランド規則の下での許可判断に関しては、環境影響評












                                                   
(756) Department of Environment, Food and Rural Affairs, Planning and Pollution 
Control: Improving the way the regimes work together in delivering new department 
(September 2007) 4 
(757) Kirk & Blackstock (n 684) 110 




(760) Environmental Permitting (England and Wales) Regulation 2010, sch 22, para 7 
(761) ibid, sch 23, pt 3, para 1 
(762) Water Environment (Controlled Activities) (Scotland) Regulations 2005, reg 15(1)(a) 
(763) ibid, sch 4 
(764) Pollution, Prevention and Control (Scotland) Regulations 2012, sch.4, para.18 




























第 3 節 市民参加に対する市民の姿勢 
（１）市民の「受身的」姿勢 
イギリスにおいて市民参加が機能していないもう 1 つの理由として市民の姿勢が挙げら
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Stakeholder Mapping for the Ribble Pilot” in “You've been framed” : sustainability and 
the Water Framework Directive, (Liverpool, 2004) 
(786) Kirk & Blackstock (n 684) 113 
(787) Beatrice Hedelin and Magnus Lindh, ‘Implementing the EU Water Framework 
Directive-Prospects for Sustainable Water Planning in Sweden’ (2008) 18 European 
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(789) ibid 114 
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を構築している。わが国においても、廃棄物処理法 8 条 6 項が一般廃棄物処理施設の設置
許可について、同法 15 条 6 項が産業廃棄物処理施設の設置許可についてそれぞれ利害関係
                                                   
(792) Kirk & Blackstock (n 684)115 
(793) 北村・前掲注(678)32 頁。 





































(797) 芝池義一『行政法読本』（有斐閣、第 3 版、2013 年）207 頁。 
(798) 届出制を維持するのであれば、届出が行政機関の事務所に到達してから、行政機関が
審査を行っている期間中（大気汚染防止法 9 条は 60 日間と規定する）、届出書を市民の縦
覧に供し、意見を提出させるなどの方法が考えられる。これについては、大規模小売店立
地法 5 条 3 項が参考になるであろう。 
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第 4 部：環境公益訴訟とオーフス条約 
 
序論 

















第 1 章 オーフス条約 9 条と司法審査請求制度 
「環境問題に関する司法へのアクセス権」について、オーフス条約は第 9 条に規定を置







                                                   
(799) なお、本稿では自然環境のみならず文化財の保護を目的とするものも環境公益訴訟の
範囲内に含み検討する。 
(800) Aarhus Convention, art 9(4) 
(801) 「司法へのアクセス権」に関するオーフス条約の規定は、環境影響評価に関する
2003/35/EC 指令と総合的汚染防止規制指令（Directive 2008/1/EC of the European 
Parliament and of the Council of 15 January 2008 concerning integrated pollution 
prevention and control (Codified Version) [2008] OJ L24/8）という 2 つの EU 指令にも組




第 1 節 環境問題に関する司法へのアクセス権 
（１）環境情報開示請求に関する審査手続（9 条 1 項） 
第 1 に、オーフス条約は公的機関の保有する環境情報の開示請求に関する審査手続につ



















2004 年環境情報規則の前身である 1992 年環境情報規則にはこのような救済に関する規
定は存在しておらず、オーフス条約の批准や、同条約を基礎とする 2003/4/EC 指令の制定
を受けて 2000 年情報公開法の規定が適用されることとなった。このように、オーフス条約
9 条 1 項の規定する環境情報開示請求に関する審査手続の構築は、イギリス国内において十
分に実現されていると言える。 
 
（２）市民参加の対象となる環境決定に関する審査手続（9 条 2 項） 
                                                   
(802) オーフス条約 4 条に基づく情報開示請求については、本稿第 2 部参照。 
(803) Aarhus Convention, art 9(1) 
(804) ibid 
(805) Environmental Information Regulations 2004, reg 11(1)  
(806) Code of Practice on the discharge of the obligation of public authorities under the 
Environmental Information Regulations 2004, (SI 2004/3391), paras 58-67  
(807) Freedom of Information Act 2000, s 50(1) 
(808) ibid, s 57(1) 















審査手続は同条約 9 条 2 項の要求に適合していると言える(812)。 
 
（３）私人及び公的機関による環境関連法規違反に関する審査手続（9 条 3 項） 




い」(813)と規定している(814)。この審査手続についても、イギリス国内では 9 条 2 項の規定
と同様に司法審査請求制度を通じて実現されている。 







第 2 節 審査手続としての司法審査請求制度 
（１）環境関連法規の下での提訴制度 
                                                   
(810) Aarhus Convention, art 9(2) 
(811) オーフス条約 6 条の定める市民参加については、本稿第 3 部参照。 
(812) 原告適格の基準である「十分な利益」については第 2 章で詳細に検討する。 
(813) Aarhus Convention, art 9(3) 







機関に対して提訴することが認められており、2003 年 6 月の時点で 50 を超える提訴制度
が様々な環境関連法規の下で規定されていた(815)。 
例えば、土壌汚染改善通知に関しては 2006 年土壌汚染（イングランド）規則 8 条(816)に
基づいて当該通知を受けた者が、河川への排出同意の付与に関しては 1991 年水資源法 91
条 1 項(817)及び 1996 年汚染規制（申請、審査請求、登録）規則 8 条(818)に基づいて排出同意
の申請者が、また廃棄物管理免許の付与に関しては 2010 年環境許可（イングランド及びウ
ェールズ）規則 31 条(819)に基づいて免許申請者が、それぞれ大臣に対して提訴することを









るオーフス条約 9 条 3 項の定める審査手続としては、この提訴制度は十分なものとは言え
                                                   
(815) Richard Macrory & Michael Woods, Modernising Environmental Justice: 
Regulation and the Role of an Environmental Tribunal, (University College London 
2003) 12 
(816) Contaminated Land (England) Regulations 2006, SI 2006/1380, reg 8 
(817) Water Resources Act 1991, s 91(1) 
(818) The Control of Pollution (Applications, Appeals and Registers) Regulations 1996, 
reg 8 
(819) Environmental Permitting (England and Wales) Regulations 2010, reg 31 
(820) Offshore Combustion Installations (Prevention and Control of Pollution) 
Regulations 2001, SI 2001/1091, reg 17 
(821) 提訴制度については、Macrory & Woods (n 815) Appendix A において詳細な検討がさ
れている。 
(822) 司法審査を請求する場合、提訴制度のような他の救済手段を利用し尽くしておく必要






















にするために、1977 年最高法院規則 53 号(828)の改革によって具体化されたものであり、同
規則は 1981 年最高法院法 31 条(829)によって若干の修正が加えられ法律化されている(830)。
                                                   
(823) イギリスでは新たな審査機関として 2010 年に環境庁やナチュラル・イングランドの行
った民事的制裁について審理する環境審判所が設置されている。 
(824) Mohit v The Director of Public Prosecutions of Mauritius [2006] UKPC 20, [2006] 1 
WLR 3343 [21] 




岡村「最近の動向」と引用）法学論叢 106 巻 6 号（1980 年）1－30 頁、同「イギリスにお
ける司法審査申請の排他性―『公法』と『私法』の一側面―(1)‐(7)」（以下、岡村「排他性」
と引用）法学論叢 118 巻 1 号（1985 年）1－14 頁、2 号（1985 年）1－19 頁、119 巻 6 号
（1986 年）1－27 頁、122 巻 3 号（1987 年）1－31 頁、126 巻 2 号（1989 年）1－24 頁、




制調査（上）（下）」と引用）ジュリスト 1244 号（2003 年）238－251 頁、1245 号（2003
年）168－180 頁、同「司法審査制度の展開」戒能通厚編『現代イギリス法辞典』（新世社、
2003 年）182 頁以下、林晃大「イギリスにおける公益訴訟」法と政治 58 巻 2 号（2007 年）
345－442 頁等。 
(828) RSC Ord 53 現在、1977 年最高法院規則 53 号は廃止され、司法審査請求に関する規定
は民事訴訟規則（CPR 54）に置かれている。 
(829) Supreme Court Act 1981, s 31 現在、1981 年最高法院法は 1981 年上級裁判所法


















第 2 章 環境公益訴訟と原告適格 
 イギリスにおいて司法審査を請求しようとする原告は「十分な利益」を有していなけれ
ばならないとされており、オーフス条約 9 条 2 項の規定する原告適格の基準もそれと同じ


















                                                   
(831) Senior Courts Act 1981, s 31(3) 司法審査請求制度の原告適格については第 2章におい
て検討する。 











法院規則 53 号 3 条 7 項が「裁判所は、申請に関係する事柄について、申請人が十分な利益
を有しているとみなされない限り、許可を与えるべきではない」(834)と規定することとなっ






「十分な利益」の意味について初めて争われた事案が R v Inland Revenue 
Commissioners, ex p National Federation of Self-Employed and Small Businesses 
Ltd.(836)（以下、IRC 判決）である。本事案において、貴族院は原告適格に関して以下の重
要な点を判示している。 
 第 1 に、原告適格の有無の判断は司法審査の許可段階と審理段階の両方で行われなけれ







                                                                                                                                                     




(834) RSC Ord 53, r 3(7) 
(835) Senior Courts Act 1981, s 31(3) 




(837) Timothy Pitt-Payne, ‘Standing in Judicial Review Proceedings’ in M.Supperstone 
and J.Goudie, Judicial Review, (2nd edn, Butterworths 1997) 332 
















第 2 節 個人による環境公益訴訟 






 個人の提起する公益訴訟においては、裁判所が IRC 判決での基準を用いて原告適格を拡
大して解釈することが多い。例えば、環境公益訴訟ではないが、イギリス政府が EC と締結
した支払約束に関する枢密院令の制定について一納税者が異議を唱えた R v Her Majesty’s 
Treasury, ex p Smedley(845)（以下、Smedley 判決）においては、原告が他の納税者と比較
して深い利害関係をもっているわけではないにもかかわらず、「重大な問題」を提起してい
                                                   





(840) [1981] 2 WLR 722, 730 
(841) ibid 742 
(842) ibid 757 




(845) [1985] QB 657, [1985] 2 WLR 576 本判決について詳細は、岡村「排他性(2)」前掲注









地域住民が公益訴訟を提起した R v Stroud District Council, ex p Goodenough, Usborne 






公共団体による採石場拡大に関する開発許可の付与に異議を申し立てた R v Somerset 
















                                                   
(846) [1987] QB 582, [1987] 2 WLR 380 本判決について詳細は、榊原「外国法制調査（下）」
前掲注(827)169 頁、林・同上 401－402 頁参照。 
(847) (1982) P & CR 59, [1982] JPL 246 本判決について詳細は、林・同上 376 頁参照。 
(848) ibid 
(849) [1997] COD 323 本判決について詳細は、林・前掲注(827)368－370 頁参照。 











ついて、一市民が異議を申し立てた R v North Somerset District Council and Pioneer 
Aggregates (UK) Ltd., ex p Garnett and another(852)（以下、Garnett 判決）においては、
原告が FoE の会員であったにもかかわらず、高等法院の Popplewell 裁判官は、原告が採石
場から 4 マイルも離れた場所に居住していたこと、原告の居住地の近くには別の公園が存
在することなどを理由に原告適格を認めず、司法審査の許可を与えなかった。同様に、R v 
North West Leicestershire District Council and East Midlands International Airport 
Ltd., ex p Moses (No.2)(853)（以下、Moses 判決）においても、騒音などの観点から飛行場
の運営について異議を唱えた市民が既にその地域には居住していないことを理由に、高等






先述した分類の下では、地域住民が訴訟を提起した Goodenough 判決及び Dixon 判決は










                                                   
(852) [1998] Env LR 91, [1997] JPL 1015 本判決について詳細は、林・前掲注(827)370－371
頁参照。 
(853) [2000] Env LR 443, [2000] JPL 1287 本判決について詳細は、林・同上 371 頁参照。 
(854) [2002] EWHC 2307 (Admin), [2002] All ER (D) 141 (Nov) 










の許可段階において原告適格が否定されることとなる。同様に R (on the application of 





















れておらず、Garnett 判決や Moses 判決において司法審査の許可段階で原告適格が否定さ
                                                   
(856) [2003] EWCA Civ 1546, [2003] All ER (D) 39 (Nov), [2004] 1 WLR 1761 
(857) ibid [23] 
(858) [2004] EWHC 736 (Admin), [2004] 3 All ER 21  














第 3 節 団体による環境公益訴訟 
（１）団体の原告適格 
高等法院は 1990 年の R v Secretary of State for the Environment, ex p Rose Theatre 





















                                                   
(860) [1990] 1 QB 504, [1990] 1 All ER 754, [1990] 2 WLR 186 本判決について詳細は、岡
村「行政訴訟改革」前掲注(827)209 頁、榊原「外国法制調査（下）」前掲注(827)170 頁、
林・前掲注(827)378－379 頁等参照。 





の付与についてイギリス爬虫類学協会が異議を唱えた R v Poole Borough Council, ex p 
Beebee and others(862)において、Rose Theatre 判決における原告適格の判断の困難さにつ
いて述べた後、直接的な利害関係を有さない原告団体に対して環境公益訴訟の原告適格を
認めている。両判決において原告が保護しようとした利益は異なったものではあるが、
Schiemann 裁判官の考える原告適格の基準は Rose Theatre 判決後に緩和されたと言える。 
Rose Theatre 判決以後の団体による環境公益訴訟において、原告適格の範囲は個人の場
合と比較してもより拡大されて解釈されている。例えば環境保護団体であるグリーンピー
スが放射能廃棄物の排出許可について異議を唱えた R v Her Majesty’s Inspectorate of 






また環境公益訴訟ではないが、結成から 20 年以上経過し 13000 人以上の支持者を抱える
NGO がマレーシアにおけるダム建設に対する費用援助を行うとするイギリス政府の決定
に対して異議を唱えた R v Secretary of State for Foreign and Commonwealth Affairs, ex 





                                                   
(862) [1991] JPL 643 詳細は林・前掲注(827)375 頁参照。 
(863) [1994] 4 All ER 329 本判決について詳細は、林・同上 372－374 頁等参照。 
(864) ibid 349-350 
(865) 他にもグリーンピースは、大西洋における石油の採掘計画について異議を唱えた R v 
Secretary of State for Trade and Industry, ex p Greenpeace Ltd., The Times, 19 January  
2000 や、新しい混合酸化物燃料工場に対する操業許可の付与決定について異議を唱えた R 
(on the application of Friends of the Earth and Greenpeace Ltd.) v Secretary of State for 
the Environment, Food and Rural Affairs and another [2001] EWHC Admin 914、ブラジ
ルからの材木の輸入許可について異議を唱えた R (on the application of Greenpeace Ltd.) 
v Secretary of State for the Environment, Food and Rural Affairs [2002] EWCA Civ 
1036, [2002] 1 WLR 3304、クジラ目の生物の乱獲を減らすための政策について異議を申し
立てた R (on the application of Greenpeace Ltd.) v Secretary of State for Environment, 
Food and Rural Affairs [2005] EWCA Civ 1656 など様々な環境公益訴訟において、裁判所
が特に議論することもなく、いわば自動的に原告適格が認められている。詳細は、林・前
掲注(827)374－375 頁参照。 
(866) [1995] 1 All ER 611 本判決について詳細は、林・同上 384－387 頁参照。 
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されていない団体に関しては、R v Darlington Borough Council and Darlington Transport 
Company, ex p Association of Darlington Taxi Owners(873)において、高等法院の Auld 裁
判官が、非法人団体は自身の名において訴訟を提起することができない旨を判示していた。
                                                   
(867) Aarhus Convention, art 10(2) 
(868) UNECE, Implementation report submitted by the United Kingdom (2011) 21-22 
(869) R (on the application of Buglife－The Invertebrate Conservation Trust) v Thurrock 
Thames Gateway Development Corporation [2008] EWCA Civ 1209, [2008] Env LR 31 
本事案について詳細は後述する。 
(870) Moules (n 12) 105 
(871) EJP はイギリスにおける環境法の運用を審査する目的で設立された、弁護士などで構
成されるプロジェクトである。本プロジェクトは司法制度が環境保護に貢献すべきである
という前提から取り組まれており、EJP はその中で約 40 人の弁護士と 16 の NGO を対象
にイギリスにおける環境訴訟に関するアンケート調査を行っている。なお、選択肢は「満
足」「おおむね満足」「不満足」から成る。P.Castle, M.Day, C.Hatton and P.Stookes, A Report 
by the Environmental Justice project, (Environmental Justice Project, 2004) 
(872) ibid 31 





しかしながら、2 年後の R v Traffic Commissioner for the North Western Traffic Area, 





















を提起した R v Leicester County Council, Hepworth Building Products Ltd. and Onyx 




                                                   
(874) [1996] COD 248 
(875) Law Commission, Administrative Law: Judicial Review and Statutory Appeals 
(Law Com No 226, 1994) 
(876) ibid 119 
(877) 訴訟費用について、イギリスでは一般的に敗訴者負担主義がとられている。訴訟費用
の原則については第 3 章において詳細に検討する。 
(878) [2000] EWHC Admin 304, [2000] JPL 1266 本判決について詳細は、林・前掲注
(827)366 頁参照。 




また Residents Against Waste Site Ltd. v Lancashire County Council(880)において、高















（３）環境 NGO の原告適格 











れる」(884)とする。つまり、オーフス条約の下では、同条約 2 条 5 項の定める要件に適合す
る NGO は、たとえ利害関係を有していなかったとしても、9 条 2 項の規定する審査手続を
請求する原告適格を自動的に容認されることとなる。 
                                                   
(880) [2007] EWHC 2558 (Admin) 
(881) ibid [22] 
(882) Moules (n 12) 107 




(884) Aarhus Convention, art 9(2)  
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(b)環境 NGO の定義 
オーフス条約及び 2003/35/EC には環境 NGO の詳細な定義は置かれていない。これにつ












                                                   
(885) ibid art 2(5) 
(886) UNECE, The Aarhus Convention: An Implementation Guide (New York and Geneva, 
United Nations, 2000) 
(887) オーフス条約 3 条 9 項は「市民は、本条約に関連する規定において、市民権、国籍、
または居住地に関して、法人の場合には登記場所あるいは事実上の活動拠点に関して差別
されることなく、環境に関する情報へのアクセス権、意思決定における市民参加の可能性、
司法へのアクセス権を有する」として無差別主義を規定している。Aarhus Convention, art 
3(9) 
(888) UNECE (n 886) 41 
(889) 同指針は、例えば、スウェーデンが環境 NGO の定義として、「国内において 3 年以上
活動し、2000 人以上の会員数を有する」という要件を掲げていることについて、「国内にお
いて」という要件が無差別原則違反であると指摘している。ibid 
(890) Commission, ‘Proposal for a Directive of the European Parliament and of the 
Council on access to justice in environmental matters’, COM (2003) 0624 final 































                                                   
(892) ibid, art 8 
(893) 一方、他地域と比べて公益訴訟の原告適格が認められにくいスコットランドに関して
は、イギリス政府自らがオーフス条約に適合していないと認識しており、環境 NGO が原告
適格を有する旨を明示した 2005 年汚染規制（市民参加等）（スコットランド）規則（Pollution 
Prevention and Control (Public Participation etc.)(Scotland) Regulations 2005, SSI 
2005/510）をオーフス条約に適合する形で制定している。 
(894) Paradissis & Purdue (n 8) 312 
(895) Moules (n 12) 110 
(896) ibid 111 






は先述した Buglife 判決(898)のように比較的無名の団体にも原告適格を認めている。 
さらに、オーフス条約 9 条 2 項は市民参加の対象となる環境決定に関する審査手続につ
いてのみ環境 NGO の原告適格を自動的に容認する旨の規定を置いているのに対し、イギリ










Jean-Jacques Paradissis and Michael Purdue が危惧したような特権をそのような団体に
与えているのと同様であるとも考えられる。 
  





原告 純粋型公益訴訟 私益保護型公益訴訟 
個人 Garnett 判決 × Goodenough 判決 ○ 





Edwards 判決 ○ 








Beebee 判決 ○ Residents Against Waste Site 判決 ○ 
Greenpeace(No.2)判決 ○ 
Buglife 判決 ○ 
                                                   
(898) 前掲注(869) 




































裁判所による「開放モデル」の採用は、Dixon 判決における Sedley 裁判官の「公法は『権
                                                   
(900) Konrad Schiemann, ‘Locus Standi’ (1990) PL 342 































 公益訴訟において、裁判官は、IRC 判決において原告適格を唯一認めた Lord Diplock の、
「圧力団体や公共心のある納税者が、時代遅れの原告適格に関する技術的な規則によって、
法の支配の擁護や、違法な行為の停止を訴えることを妨げられれば、それは我々の公法制
                                                   
(902) [1997] COD 323, 331 
(903) Martha Grekos, ‘Standing and Substitution of Claimants in Environmental Cases’ 
[2003] Judicial Review 174, 175-176 































                                                   
(906) [1981] 2 WLR 722, 740 
(907) Nigel Pleming, ‘The Contribution of Public Interest Litigation to the Jurisprudence 
of Judicial Review’, [1998] Judicial Review 63, 68 
(908) Clive Lewis, Judicial Remedies in Public Law, (3rd edn, Sweet & Maxwell 2001), 
378-379 
(909) H.W.R.Wade & C.F.Forsyth, Administrative Law, (9th edn, Oxford University Press 
2004) 694 
(910) ibid 693 
(911) De Smith, Woolf & Jowell, Judicial Review of Administrative action, (5th edn, Sweet 
& Maxwell 1995) 122 




















に対して Paul Craig は、公的機関は法律に従って活動するべきであるため、公的機関が大
衆全般に対して影響を与えるような訴訟に時間を費やす価値はあると反論している(916)。 
裁判所が公益訴訟を広く認めることを支持している Peter Cane も、もし裁判所がこのよ
うに公益に関する不満に対して開かれすぎていたら、政治の分野において解決されるべき
政治的紛争に裁判所を巻き込むことになってしまうため、裁判所はこのような「代理的政










                                                   
(913) Grekos (n 903) 174 
(914) ibid 175-177 
(915) Schiemann (n 900) 348 
(916) Craig (n 838) 794 
(917) Peter Cane, ‘Standing, Representation and the Environment’ in I. Loveland (ed), A 
Special Relationship?, (Clarendon Press 1995) 143-144 














第 3 章 オーフス条約 9 条 4 項に対するイギリスの動向 
オーフス条約の締約国は、「差止命令を含む適切かつ効果的な救済を提供し、また公正か
つ公平で、時宜にかなった、不当に高額でないものでなければならない」(925)という 9 条 4
項の規定する要件の下で、先述した 3 類型の審査手続を構築することが求められている。
先述したように、イギリスの裁判所は原告適格の観点から環境公益訴訟の提起を積極的に
容認しており、その点では国際社会において高く評価されているが、9 条 4 項の課す要件に
ついてはいまだに適合していない部分があると批判されているところである。本章では、
イギリスにおける環境公益訴訟のオーフス条約 9 条 4 項との適合性について、出訴期間及
び訴訟費用の観点から検討する。 
 
第 1 節 出訴期間 
（１）出訴期間の原則  
オーフス条約 9 条 4 項は、審査手続が「時宜にかなった」ものでなければならないとす
る。これは司法審査請求制度の出訴期間と関係すると考えられる。イギリスでは民事訴訟
                                                   
(919) N. De Sadeleer, G.Roller and M.Dross, Access to Justice in Environmental Matters 
Final Report, (European Commission, 2002) 22 
(920) EU各国の国内法がオーフス条約に適合しているかどうかを調査するよう委託されたベ
ルギーの環境法・政策コンサルタント会社であり、2007 年 2 月から 8 月にかけて、EU 構
成国を対象として各国レポートが作成されている。大久保・前掲注(833)662 頁。 
(921) Esther Pozo Vera, An Inventory of EU Member States’ Measures on Access to 
Justice on Environmental Matters, (Milieu Ltd, 2008) 4 
(922) UNECE, Findings and Recommendations of Aarhus Convention A Compliance 
Committee with regard to Communication ACCC/C/2008/33 concerning Compliance by 
the United Kingdom (2010) 
(923) Richard Macrory, ‘Study on the Implementation of Articles 9.3 and 9.4 of the Aarhus 
Convention in 17 Member State of the European Union’ (2012) 12 
(924) イギリス以外のオーフス条約批准国における原告適格の法理については、大久保・前
掲注(833)663‐672 頁参照。 










はこれらの法規の中で具体的に明記されているわけではなく、R v Dairy Produce Quota 
Tribunal for England and Wales, ex p Caswell(929)において指針が示されている。本事案に
おいて貴族院の Lord Goff は、1981 年法 31 条 6 項の規定は、司法審査請求が迅速かつ 3
ヶ月以内に行われているかどうかを検討した後で検討されるべき要件であるとする。従っ
て、Lord Goff の解釈に従えば、裁判所は司法審査請求の出訴期間に関して以下の 3 段階に














守委員会は 2010 年の報告書の中で、「民事訴訟規則が規定する 3 ヶ月という要件は、オー
フス条約の下では問題があるとは言えず、他の条約批准国における出訴期間と比較しても
問題はない」(933)として、この点から司法審査の出訴期間はオーフス条約に十分に適合して
                                                   
(926) CPR 54.5 
(927) 司法審査の出訴期間の起算日は請求の根拠が最初に生じた日となり、通常は訴えの対
象となる行政活動が行われた日がそれに該当するとされる。Moules (n 12) 83 
(928) Senior Courts Act 1981, s 31(6) 
(929) [1990] 2 AC 738 
(930) Moules (n 12) 82 
(931) CPR 3.1(2)(a) 
(932) Moules (n 12) 82 











て）このような裁量に依拠することは、オーフス条約 9 条 4 項の実現について不適当な結
果となる」(936)と勧告している。 
 
第 2 節 訴訟費用(1)：訴訟費用の原則 









ばさらに 215 ポンドと、申請につき総計 275 ポンドの費用を支払わなければならない(939)。
さらに訴訟を進めていく上で弁護士費用(940)や専門家への依頼費用、旅費や印刷費といった
                                                   
(934) ibid 現にイギリスにおいては、Andrew Finn-Kelcey v Milton Keynes Council and 
Others [2008] EWCA Civ 1067 の控訴院判決が、3 ヶ月の出訴期間が終了する 4 日前に請
求された司法審査を、「迅速に」提起されていないことを理由にしりぞけている。 
(935) ibid 
(936) ibid para 139 
(937) Richard Macrory & Ned Westaway, ‘Access to Environmental Justice’ in Marc 
Pallemaerts (ed), The Aarhus Convention at Ten, (Europa Law Publishing, 2011) 320 
(938) Civil Proceedings Fees (Amendment) Order 2011, SI 2011/586, sch I, s 1.9(a)(b) 
(939) 2011 年にイギリス司法省が提出した司法審査請求制度改革案では、司法審査の請求時
に 235 ポンド、許可が付与されればさらに 235 ポンドと、総計 470 ポンドへの費用の引き



















裁判所まで持ち込まれることとなると、R (on the application of Friends of the Earth Ltd.) 
v Environment Agency(946)において敗訴した FoE が総額 10 万ポンドを超える訴訟費用を
負担したように(947)、原告の費用負担が「不当に高額なもの」となり、オーフス条約 9 条 4
項違反となるおそれがある。このような高額な訴訟費用と敗訴者負担主義は「司法審査の
請求に萎縮効果を与えている」(948)と考えられており、先述した 2004 年の EJP による調査
では、イギリスにおける訴訟費用の原則について、82％が「不満足」としており、「満足」
とする回答は存在しない(949)。 
訴訟費用の高額化と敗訴者負担主義を理由とするオーフス条約 9 条 4 項違反が疑われる




                                                   
(941) Woolf, De Smith, Sueur and Jowell, De Smith, Woolf and Jowell’s Judicial Review of 
Administrative Action, (6th edn, Sweet & Maxwell, 2007) 851-852 
(942) 2005 年憲法改革法（Constitutional Reforms Act 2005）に基づき、上訴裁判所として
の貴族院の司法機能を移管して 2009 年 10 月 1 日に設置された。 
(943) 最高裁に上告する許可を申請するための費用は 2011 年に 800 ポンドから 1000 ポンド
に引き上げられており、原告に対する負担はさらに増している。Supreme Court Fees 
(Amendment) Order 2011, SI 2011/1737, art 3 
(944) 例えば R v Lord Chancellor, ex p Child Poverty Action Group [1999] 1 WLR 347 にお
いて「敗訴者負担……という基本的な原則が適用される」（355F）と、また R (on the 
application of Davey) v Aylesbury Vale District Council [2007] EWCA Civ 1166, [2008] 1 
WLR 878 においても「通例は敗訴者負担原則がとられる」（[29]）とそれぞれ示されている。 
(945) Macrory & Westaway (n 937) 321 
(946) [2003] EWHC 3193 (Admin), [2004] Env LR 31 
(947) Macrory & Westaway (n 937) 321 
(948) Ben Jaffey, ‘Costs Protection in Judicial Review’ (The Constitutional and 
Administrative Law Bar Association) 
<http://www.adminlaw.org.uk/docs/Costs%20Paper%20-%20ALBA%20Talk%20Feb%20
2011.pdf> 4 













になっていることから、Woolf, De Smith, Sueur and Jowell は、「裁判所へのアクセスは、
事実上、裁判所よりむしろ LSC の職員によって統制されているようなものである」(953)と
指摘する。 














                                                   
(950) Department of Environment, Food and Rural Affairs, Aarhus Convention 
Implementation Report (2008) 27-28 
(951) Access to Justice Act 1999 
(952) Macrory & Westaway (n 937) 321 
(953) Woolf, De Smith, Sueur and Jowell (n 941) 853 
(954) Aarhus Convention, art 9(5) 




(958) Robert Carnwath, ‘Environmental Litigation-A Way through the Maze?’ [1999] 11 







る。地方公共団体の付与した開発許可の適法性について争われた R (on the application of 
Burkett) v Hammersmith and Fulham London Borough Council(959)において、本事案が
貴族院まで持ち込まれた場合に必要となるであろう訴訟費用の概算が原告側の弁護士によ
って示されており、それによると、訴訟当事者それぞれが支払うべき訴訟費用は、①高等
法院では原告が 27726 ポンド、被告が 32000～34300 ポンド、②控訴院では原告が 25834



















このような裁量が用いられた事案に R (on the Application of Greenpeace Ltd.) v 
Secretary of State for the Environment, Food and Rural Affairs(966)がある。本事案におい
                                                   
(959) [2004] EWCA Civ 1342 
(960) ibid [10] 
(961) ibid [80]  
(962) ibid [76] 
(963) CPR 44.3(1)  
(964) ibid 44.3(2) 
(965) Senior Courts Act 1981, s 51(1) 
(966) [2005] EWCA Civ 1656 
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とを理由に訴訟費用の支払いを免除された R (on the application of Friends of the Earth 






第 3 節 訴訟費用(2)：保護的費用命令 
（１）PCO の要件 
 訴訟費用の高額化問題を解決するために、イギリスの裁判所は保護的費用命令




いては、後に詳細に検討する R (on the application of Corner House Research) v Secretary 







                                                   
(967) ibid [38] 
(968) ibid 
(969) [2001] EWCA Civ 1950  
(970) ibid [5] 
(971) Macrory & Westaway (n 937) 326 
(972) [2005] EWCA Civ 192, [2005] 1 WLR 2600 
(973) ibid [76] 
(974) Case C-427/07 Commission v Ireland [2009] ECR I-6277 
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除・軽減の宣言をする PCO はこの要求に適合するものとして重要であると考えられる。 
PCO は 1999 年の R v Lord Chancellor, ex p Child Poverty Action Group(975)において高
等法院の Dyson 裁判官が厳格な指針と共に立案したものであるが、本事案においては結果
的に PCO が出されることはなく、PCO が初めて命じられたのは、イギリス政府によるイ
ラクに対する軍隊の派遣が国連安保理決議に違反しているとして運動団体が異議を唱えた




ついて 25000 ポンドの上限を設けるという PCO を発している。 
2002 年に初めて PCO が出されて以降、明確な要件が設けられていなかったことなどを
















満たしている場合、裁判所は PCO を出すことができる(979)。 
CHR 判決において上記のような PCO の要件が示されたが、特に要件(ⅲ)については過度
に厳格であると指摘され、「控訴院のこの解釈は、大多数の原告から PCO を受ける権利を
                                                   
(975) [1999] 1 WLR 347 
(976) [2002] EWHC 2712 (Admin) 
(977) [2005] EWCA Civ 192 [145]  
(978) ibid [74] 










益訴訟」においてのみ PCO が命じられることとなるのである。 
要件(ⅲ)について批判を受けた控訴院では、医療施設を閉鎖するという決定に対して司法
審査が請求された R (on the application of Compton) v Wiltshire Primary Care Trust(981)












顧問弁護士、環境訴訟において市民や NGO の弁護経験を有する弁護士、LSC の職員など
から構成されており、「（構成員の）卓越した経験や様々な見解が……重要な洞察を与える」
(984)ものである。 








                                                   
(980) Moules (n 12) 138 
(981) [2008] EWCA Civ 749, [2009] 1 WLR 1436 
(982) ibid [23] 
(983) Macrory & Westaway (n 937) 329 
(984) ibid 
(985) Working Group on Access to Environmental Justice, chaired by the Hon Mr Justice 
Sullivan, Ensuring Access to Environmental Justice in England and Wales (May 2008) 


























るおそれがあるという 3 つの条件を満たせば PCO が出されるべき」(994)であると勧告して
いる(995)。 
                                                   
(987) ibid para 20 
(988) ibid para 14 
(989) ibid para 18 
(990) ibid 
(991) ibid para 22 
(992) ibid para 46 
(993) ibid para 48 














て積極的に PCO を命じる傾向にある。 
例えば、環境保護団体の会員が文化財的価値のある倉庫の取り壊しに異議を唱えた R (on 
the application of England) v London Borough of Tower of Hamlets and another(996)にお





を請求した Buglife 判決においては、控訴院が要件(ⅲ)を緩和するという Compton 判決に
おけるアプローチを適用し、サリバン報告書を引用、柔軟な基準を用いた上で、原告が支
払うべき相手方の訴訟費用に 10000 ポンドの上限を設定するという PCO を出している。さ
らに、大規模な廃棄物処理施設の設置許可について地域住民が異議を唱えた Morgan v 








環境公益訴訟における PCO に対する裁判所の判断は、2010 年の R v (on the application 




提出することを拒否しており、第 1 審の Nicol 裁判官は、原告の経済状況についての情報が
                                                                                                                                                     
るとする。 
(996) [2006] EWCA Civ 1742 
(997) ibid [15] 
(998) [2009] EWCA Civ 107, [2009] JPL 1335 
(999) ibid [40] 
(1000) [2010] EWCA Civ 1006 
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れば裁判所によって PCO が自動的に出されることとなったのである。 
このように環境公益訴訟においてはPCOが積極的に出されるようにはなったことはイギ
リスにおける訴訟費用の高額化問題に対する大きな前進であるが、2012 年の欧州委員会に




第 4 節 訴訟費用(3)：国際的評価とイギリス政府の対応 
（１）サリバン報告書に対する政府の反応 
                                                   
(1001) ibid [46] 
(1002) ibid [39] 
(1003) Ministry of Justice, Cost Protection for Litigants in Environmental Judicial Review 
Claims, (CP16/2011, 2011) 3 
(1004) ibid 
(1005) Macrory (n 12) 19 
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 2005 年 12 月、FoE、グリーンピース、WWF といった複数の環境保護団体によって結成
された環境司法アクセス連合（Coalition for Access to Justice for the Environment）は、
オーフス条約をもとに策定され、「（司法へのアクセスが）不当に高額なものとなってはい




かしながら、サリバン報告書の勧告を受けたイギリス政府はオーフス条約 9 条 4 項及び


























                                                   
(1006) DEFRA (n 950) 28 













というオーフス条約 9 条 5 項の規定についても適合していないと指摘している。 
そして最終的に「（イギリスは）オーフス条約 9 条の対象となる全ての裁判手続に関する
訴訟費用を不当に高額にならないよう保証することができず、特に明確な法的拘束力を持
つ規定を置いていないという事実は、9 条 4 項に違反していることを意味している」(1009)


















 (b)2013 年民事訴訟（改正）規則の制定 
                                                   
(1008) ibid 
(1009) ibid para 141 
(1010) Ministry of Justice (n 1003) 
(1011) ibid 22 
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 オーフス条約遵守委員会勧告及び 2011 年の司法省による文書をもとにイギリスでは
2013 年 1 月 31 日に 2013 年民事訴訟（改正）規則(1012)が制定された。本規則は 2013 年 4
月 1 日から施行されており、オーフス条約 9 条 4 項違反が指摘されていたイギリスの環境
公益訴訟における訴訟費用の原則に大きな改革をもたらしている。 
 2013 年民事訴訟（改正）規則第 7 章は、「オーフス条約訴訟」における訴訟費用の原則











2013 年民事訴訟（改正）規則の実施規則 45 条によると、原告が個人である場合には 5000













                                                   
(1012) Civil Procedure (Amendment) Rules 2013, SI 2013/262 
(1013) ibid, 45.41(2) 
(1014) ibid, 45.43 
(1015) Practice Direction 45, para 5.1 














Edwards は控訴院判決が出される直前に訴えを取り下げ、同様の立場にあった Lilian 
Pallikaropoulos が訴訟を引き継いだ。最高裁判所では、原告が支払うべき訴訟費用につい
て争いになったことから、イギリス最高裁判所は訴訟を停止し、オーフス条約 9 条 4 項の
規定する「不当に高額」という要件について、その具体的な判断基準の提示を欧州司法裁
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(1019) Case C-260/11 The Queen, on the application of David Edwards and Lilian 
Pallikaropoulos v Environment Agency and Others (11 April 2013) 
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(1021) ibid [35] 
































支配」の重視が挙げられる。IRC 判決における Lord Diplock の判示や WDM 判決における
Rose 裁判官のように、裁判所は公益訴訟の諸判例において、「法の支配」の原理を重視して
きた。Mark Elliott によれば、「法の支配」の原理とは、「政府による権限行使はすべてに
                                                   
(1024) ibid [46] 
(1025) WWF (n 1017)  
(1026) リレーター訴訟について詳しくは、岡村周一「イギリス行政訴訟法における原告適格























                                                   








(1031) Castle, Day, Hatton and Stookes (n 871) 32 
(1032) 他の EU 加盟国における環境 NGO の定義及び原告適格の判断については、European 
Union Network for the Implementation and Enforcement of Environmental Law, 
Complaint Procedures and Access to Justice for citizens and NGOs in the field of the 
environment within the European Union (2000)参照。 














条約 9 条 4 項違反が指摘されていた。訴訟費用の高額化は環境公益訴訟の提起に萎縮効果





























(1034) Carol Day, Tackling Barriers to environmental justice-Access to environmental 
Justice in England and Wales: a decade of leading a horse to water (2011) 17 
(1035) ibid 2003 年に EJP が行った調査では 82％の回答者が「不満足」としていたことから、
8 年経過した後も環境公益訴訟における訴訟費用の問題は解決していなかったことが分か
る。 
































 オーフス条約の提示する第 1 の柱である「環境に関する情報へのアクセス権」について、
同条約 4 条 1 項は「各締約国は、国内法の枠組みにおいて、……公的機関が、環境情報の
開示請求に応じて、市民が当該情報を入手することができるよう確保しなければならない」
と規定し、公的機関の保有する環境情報の開示制度の構築を締約国に対して促している。
また、それに加えて、オーフス条約 5 条 2 項は、「各締約国は、国内法の枠組みにおいて、
                                                   
(1037) Lee and Abbot (n 11) 82 
(1038) ibid 83 

























 さらにオーフス条約 4 条 1 項の促進する環境情報開示制度の構築については、イギリス














































 オーフス条約の第 2 の柱は、「環境意思決定への市民の参加権」の促進である。これにつ
いて、オーフス条約 6 条は許可決定過程への市民参加制度を、第 7 条は環境に関する計画
等への市民参加制度を、第 8 条は行政による規則策定過程への市民参加制度をそれぞれ構































 最後に、オーフス条約第 3 の柱である「環境問題に関する司法へのアクセス権」の促進
に関しては、同条約 9 条 1 項が環境情報開示請求に関する審査手続を、9 条 2 項が市民参加
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